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「令和７（2025）年度版 広島県人権啓発推進プランの 
実施状況等に関する報告」について 

 

１ 要旨・目的 

  本県における人権啓発の推進に関する施策の実施状況を取りまとめ、「令和７(2025)年

度版 広島県人権啓発推進プランの実施状況等に関する報告」を作成した。 

この報告書は、県ホームページへの掲載により、広く県民に情報提供し、本県の人権啓

発活動についての理解を深め、施策の推進に活用する。 

 

２ 現状・背景 

「広島県人権啓発推進プラン」（令和３年３月改定）第３章の５の規定により、人権啓

発の推進に関する施策の実施状況等を取りまとめ、公表することとされている。 

 

３ 概要 

⑴ 報告対象   

令和６（2024）年度に県が実施した人権啓発活動関係施策の実施状況と令和７（2025） 

年度施策の内容 

 

⑵ 実施期間 

令和６（2024）年度  

 

⑶ 実施状況 

〇 「広島県人権啓発推進プラン」に掲げる 12 の人権課題について、人権啓発イベント  

や講演会、研修会を開催するなど、様々な手法で 111 事業を実施した。 

○ 県民の人権に関する意識の動向を把握するための「モニタリング指標」の動向は、

令和５年度に比べ 3.8 ポイント増加した。 

○ 一方、依然としてインターネット上の人権侵害が発生するなど、人権尊重の理念が

十分に浸透している状況とは言えないため、引き続き、関係部署と連携し、各人権課

題の正しい知識の周知や、取組を進めるための人材育成を効果的に実施する。 

〇 詳細は、「令和７（2025）年度版 広島県人権啓発推進プランの実施状況等に関する     

報告」のとおり。 

モニタリング指標 
プラン策定時 

[R2] 
R5 年度 R6 年度 把握方法 

「広島は、お互いの人権を尊重し合

うことができる」と感じる人の割合 
32.4% 32.2% 36.0% 県民意識調査 

 

※人権課題別の関連指標は、次頁のとおり。 

 

４ その他（関連情報等） 

県ホームページ 

・広島県人権啓発推進プランの実施状況等に関する報告 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/42/nenjijinken.html 

・「広島県人権啓発推進プラン」（第５次)の策定について 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/42/jinkenplan5.html 

  

環 境 県 民 局 

資 料 
Ｎｏ.４  

令和７年９月 25 日 

課 名 環境県民局わたしらしい生き方応援課 
担当者 課長 井上 
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【参考 人権課題別の関連指標一覧】 
（１）女性             

指 標 項 目 プラン策定時 目標 
実績 

備 考 担当課 
R5 年度 R６年度 

[女性の人権擁護] 66.5% 

[R 元] 

75.0%以上 

[R7] 
63.4% 64.8% 

「ひろしま DV 防止・被害者支援計画

（第４次）」より 

こども家庭

課  デートＤＶに関する精神的暴力の認識率（高校生） 

 性被害ワンストップセンターひろしまの認知度 
7.4% 

[R2] 

13.0%以上 

[R5] 
9.6% ― 

「わたしらしい生き方応援プランひろし

ま」より 
県民活動課 

[性別による役割分担意識の是正] 
― 

[R3] 

現状値を把

握の上設定 

[R7] 

59.6% 61.8% 
「わたしらしい生き方応援プランひろし

ま」より 

わたしらしい

生き方応援

課 
 性別にかかわらず、働き方や暮らし方を自分らしく選択できていると 

感じている人の割合 

[職場における女性の活躍促進] 72.3% 

[H27] 

82.5%以上 

[R7] 
― ― 

「わたしらしい生き方応援プランひろし

ま」より 

人的資本経

営促進課 

 女性（25～44 歳）の就業率 

 県内事業所における指導的立場に占める女性の割合 
19.1% 

[R2] 

25.0% 

[R7] 
19.6% 

R7.10 月判明 

予定 

 男性の育児休業取得率 
13.0% 

[R 元] 

50.0% 

[R7] 
46.2% 

R7.10 月判明 

予定 

 

（２）子供 
          

[子供の人権擁護] 76.3% 

[R 元] 

83.0% 

[R6] 
87.3% R8.3 月判明 

「ひろしま子供の未来応援プラン」より 

こども家庭

課 

 体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合 

 児童虐待により死亡した児童数 
0 人 

[R 元] 

0 人 

[R6] 
０人 １人 

 いじめの解消率（公立小・中・高等学校・特別支援学校） 
78.0% 

[R 元] 

83.6% 

[R6] 
72.2% R7.11 月判明 

豊かな心と

身体育成課 

 

（３）高齢者 
          

[権利擁護の推進] 324,980 人 

[R４] 

388,000 人 

[R８] 
348,986 人 374,507 人 「第９期ひろしま高齢者プラン」より 

地域共生社

会推進課  認知症サポーター養成数 

 

（４）障害者 
          

[理解促進] 
67.0% 

[R2] 

※県独自調査 

70.0% 

[R5] 

※県独自調

査 

68.9% ― 

「第４次広島県障害者プラン」より 
障害者支援

課 

 障害のある人が困っているときに、手助けをしたことがある人の 

割合 

 あいサポーター数 
240,176 人 

[R 元] 

255,000 人 

[R7] 
255,261 人 261,127 人 

[活躍できる環境づくり] 
2.18% 

[R 元] 

法定雇用率 

以上 

[R7] 

2.48% 2.54% 
「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョンアク

ションプラン」より 

雇用労働政

策課  民間企業の障害者実雇用率 

 

（５）同和問題 
          

 人権侵犯事件数（開始件数） [広島法務局] 

同和問題に対する差別待遇 

10 件 

[R 元] 
― ５件 ５件 

「人権侵犯事件統計」（法務省）より 

わたしらしい

生き方応援

課  人権相談件数 [広島法務局] 同和問題に対する差別待遇 
12 件 

[R 元] 
― ６件 ２件 

 

（６）外国人 
          

 生活で困っていることがない（困った時に、すぐに相談できるを含

む）と答えた外国人の割合 

47.6% 

[R2] 

70.0% 

[R7] 
71.6% 66.5% 

「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョンアク

ションプラン」より 
国際課 

 人権侵犯事件数（開始件数） [広島法務局] 

外国人に対する差別待遇 

3 件 

[R 元] 
― 1 件 ２件 

「人権侵犯事件統計」（法務省）より 

わたしらしい

生き方応援

課  人権相談件数 [広島法務局] 外国人に対する差別待遇 
4 件 

[R 元] 
― 7 件 ８件 

 

（７）性的指向・性自認 
          

 県内の公的機関（エソール広島含む）の性的指向・性自認に関する

専門相談窓口における相談件数 

172 件 

[R 元] 

430 件 

[R7] 
268 件 231 件 

「わたしらしい生き方応援プランひろし

ま」より 

わたしらしい

生き方応援

課 

 

（８）感染症患者等 
          

 人権侵犯事件数（開始件数） [広島法務局] 

疾病患者に対する差別待遇 

0 件 

[R 元] 
― ０件 

１件 

（その他） 

１件 

「人権侵犯事件統計」（法務省）より 

わたしらしい

生き方応援

課  人権相談件数 [広島法務局] 

疾病患者に対する差別待遇  

1 件 

[R 元] 

（その他） 

1 件 

― ０件 

４件 

（その他） 

４件 

 

（９）刑を終えて出所した人 
          

 地方再犯防止推進計画を策定した市町の数 

（他計画との一体的策定を含む。） 

2 市 

[R2] 

20 市町 

[R7] 
19 市町 20 市町 「広島県再犯防止推進計画」より 県民活動課 

 

（10）犯罪被害者等 
          

 犯罪被害者等を支援するための相談体制の認知度 
11.2% 

[R2] 

18.0%以上 

[R7] 
10.5% 11.7% 

「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョンアク

ションプラン」より 
県民活動課 

 

（11）インターネットによる人権侵害 
          

 インターネット掲示板への書き込みをめぐるトラブル等の相談件数  
4,433 件 

[R 元] 
― 5,666 件 5,059 件 「警察本部集計」より 

サイバー犯

罪対策課 

 

（12）国及び他団体と協力していく分野 

[北朝鮮当局による拉致問題等] 

          

人権侵犯事件数（開始件数）[広島法務局] 

北朝鮮当局によって拉致された被害者等に対する人権侵犯 

0 件 

[R 元] 
― ０件 ０件 

「人権侵犯事件統計」（法務省）より 

わたしらしい

生き方応援

課   人権相談件数[広島法務局] 

北朝鮮当局によって拉致された被害者等に対する人権侵犯 

0 件 

[R 元] 
― ０件 ０件 

 

 [アイヌの人々] 
      

 人権侵犯事件数（開始件数） [広島法務局] 

アイヌの人々に対する差別待遇 

0 件 

[R 元] ― ０件 ０件 

「人権侵犯事件統計」（法務省）より 
わたしらしい

生き方応援

課  人権相談件数 [広島法務局] アイヌの人々に対する差別待遇 
0 件 

[R 元] 
― ０件 ０件 
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広　島　県 

 



 

～本書について～ 

 

　趣　旨 

広島県では、「広島県人権教育・啓発指針（平成 14 年３月策定）」の《実施計画》で

ある「広島県人権啓発推進プラン（平成 14 年 11 月策定、以下「推進プラン」とい

う。）」に基づき、人権啓発に関する施策を総合的かつ効果的に推進しています。 

本書は、推進プラン第３章５の規定により、人権啓発の実施状況を点検し、その結果

を今後の啓発に反映させることを目的として作成しました。 
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令和６年度に県が実施した人権啓発に関する施策の実施状況と令和７年度施策の内容

 １　目指す姿（５年後の人権啓発の姿）

 ２　各人権課題に対する取組

（１）女性

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[女性の人権擁護]

「DV防止法」に基づいて
設置した「配偶者暴力
相談支援センター」につ
いて、暴力被害を受け
た女性等、誰もが相談・
保護・支援を受けられる
よう身近な相談窓口とし
て周知を図ります。

－ ・県内の配偶者暴力相談支援
センターについて、最新の情報
に時点修正を行い、掲載した。

県民に対して相談窓口を周知
することができた。

市町の配偶者暴力相談支援セ
ンターは令和３年以降増えてお
らず、市町における設置が進ん
でいない。

・県内のＤＶ相談機関の周知を
図るとともに、配偶者暴力相談
支援センターの市町への設置
提案を行う。

健康
福祉
局

こども
家庭
課

○ 個々人の性別※、年齢、障害の有無、民族、国籍などの様々な違いを認め合い、尊重し合う意識の醸成のための啓発が行われるとともに、社会情勢の変化や新たに発生す
る人権課題などを踏まえた取組が行われています。
○ 県民が多様性に関する正しい知識を得る機会や、課題に合わせた体験学習など日常生活の中に反映されるような実践的な講座に参加できる機会が増えています。

※ 性別には、身体的な男性と女性の区別だけでなく、自分の性別に対する認識である「性自認」（「心の性」とも言われる。）や、恋愛や性愛の対象となる性である「性的指
向」などの概念を含みます。

○性別に基づく差別や権利侵害の根絶及び性別による役割分担意識の是正に向けた意識変革を図る啓発を行います。
○また、誰もが様々なライフイベントと両立しながら安心して働き続けるとともに、女性が仕事に対する意欲を持って、その力を発揮す
ることができる環境づくりに向けた理解促進を図っていきます。
○実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

より早期から、対象に応
じて、デートＤＶやＤＶに
関する正しい知識の啓
発を行います。

1,412 ・県内中学校、高等学校等で予
防講座を実施する人材を育成
し（計9名）、市町において把握
している講師等も含めた人材リ
ストを作成し、教育委員会等を
通じて提供した。
・高等学校等における啓発資
材の配付を実施した。
・県立高校保健主事研修にお
いて、デートDV対策の行政説
明を行い、人材リストについて
情報提供するとともに、リスト活
用を勧奨した。
・県内高校生に対する意識調
査を実施した。

精神的暴力の認識率は、目標
値には届かなかったものの、予
防講座実施校の認識率は未実
施校より高くなっている。

・意識調査について、調査の効
率化のためR2年度から調査方
法を変更した結果、回収率が
下がっている。回収率の向上に
向けた取組が必要である。

・中学校、高等学校等への人
材リストの提供の継続
・高等学校等における啓発資
材配付の継続
・県内高校生に対する意識調
査の実施と回収率の向上に向
けた広報周知の継続
・SNSを活用した若者向け動画
による啓発を行う。

健康
福祉
局

こども
家庭
課

性被害の相談窓口であ
る「性被害ワンストップ
センターひろしま」につ
いて、中学・高校生など
若年層への周知を強化
するとともに、24 時間 
365 日、秘密厳守で相
談できることや、Web を
活用した相談申込みの
受付などといった、被害
者等の心情に配慮した
取組の情報発信を行い
ます。

787 ・これまでの中学１年生に加
え、新たに小学校高学年向け
の「性被害ワンストップセンター
ひろしま」のリーフレットを作成
し、県内の小学５年生、中学１
年生及び高校１年生を対象に
リーフレット（小学５年生はカー
ドも含む。）を配布したほか、県
内の大学や商業施設などに周
知用ステッカーを配布。

・｢性被害ワンストップセンター
ひろしま｣の相談窓口について
県民に周知することができた。
・判断能力が不十分な未成年
は被害に遭っても自ら申し出る
ことが困難なケースがあること
から、重点的に未成年への広
報を実施した。

・令和５年度の県調査では性被
害ワンストップセンターひろしま
の認知度は9.6％であり、さらに
高めていく必要がある。
・性犯罪・性暴力は被害が潜在
化しやすいことから、被害の多
い若年層に対する効果的な啓
発を行っていく必要がある。

○性被害ワンストップセンター
ひろしま運営事業
・相談窓口等に関する啓発リー
フレットについて、小学校高学
年、中学1年、高校1年に配布
するとともに、県警及び市町教
育委員会等と連携し、性犯罪・
性暴力被害の潜在化防止に向
けた広報啓発を展開する。

環境
県民
局

県民
活動
課

配偶者暴力やストー
カー事案等あらゆる暴
力などに対して、認知の
段階から対処に至るま
で、関係部門が情報共
有・連携の上、被害者の
安全確保に向け、正し
い理解と認識を深める
ための啓発や被害が深
刻化する前の早期相談
につながる啓発を行い
ます。また、こうした事
案への迅速かつ的確な
対応が図られるよう、警
察官に対する必要な研
修を実施します。

－ ・夫婦や家族のこと、職場の人
間関係など、様々な悩みに対
する電話相談は水曜・日曜・祝
日・年末年始を除く週５日実施
したほか、面接相談は毎週金
曜日に行った。エソール広島で
令和6年度に受け付けた相談
件数は2,424件。うち、ＤＶに関
する相談は285件と全体の約
12%であった。
・複合的な悩みを抱える女性等
に対し、専門家に相談できる無
料相談会を実施した。（実施回
数：２回、参加人数：32人）

・相談業務では、必要に応じて
こども家庭センターや医療機関
等の専門機関へつなぐなど、問
題解決のため、関係機関への
接続が行うことができた。
・専門家無料相談会について、
相談者の満足度は８割以上と
高評価を得られた。

・相談窓口には、様々な課題が
絡み合った悩みが寄せられた
り、問題が解決した後の精神的
支援として専門機関からエソー
ル広島を紹介されるケースもあ
るため、一人一人の状況に応じ
た支援者の対応力向上が必要
である。

〇エソール広島での相談事業
支援
・DVや人間関係の悩みなどに
おいて、被害が深刻化する前
の早期相談窓口として機能す
るよう、相談窓口の周知や悩み
を抱える人への支援を行う。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

モニタリング指標項目
プラン策定時

[R2]
R5年度 R６年度 把握方法

　「広島は、お互いの人権を尊重し合うことができる」と
感じる人の割合

32.4% 32.2% 36.0% 県民意識調査
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取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の取組の

方向性
担当局

担当
課

セクシュアルハラスメン
ト、マタニティハラスメン
トなど様々なハラスメン
トの防止に向け、職場に
おけるハラスメント防止
に関する国の指針等の
周知を含めた企業等へ
の啓発、相談窓口の周
知などに取り組みます。

－

・事業主に対する未然の防止
対策や相談体制の整備等必要
な措置の周知・啓発
・企業従業員に対する国等の
相談窓口の情報提供

・ホームページなどを通じて、
事業主等に対し、認知向上が
図れた。

・事業主等に対して、未然の防
止対策や相談体制の整備等の
必要性について、広く周知・啓
発していく必要がある。

○ホームページや刊行物を通
じた情報提供等
・事業主に対する未然の防止
対策や相談体制の整備等必要
な措置の周知・啓発
・企業従業員に対する国等の
相談窓口の情報提供

商工
労働
局

人的
資本
経営
促進
課

配偶者暴力やストー
カー事案等あらゆる暴
力などに対して、認知の
段階から対処に至るま
で、関係部門が情報共
有・連携の上、被害者の
安全確保に向け、正し
い理解と認識を深める
ための啓発や被害が深
刻化する前の早期相談
につながる啓発を行い
ます。また、こうした事
案への迅速かつ的確な
対応が図られるよう、警
察官に対する必要な研
修を実施します。

56 ・ＤＶ関係機関連絡会議（全県、
西部地区、東部地区、北部地
区）を開催。協議、情報交換を
通して多様化する相談への対
応についての情報共有を行っ
た。

関係機関の連携を充実させる
ことができた。

遠方の関係機関は参加が難し
い場合があるため、オンライン
併用とするなどの検討が必要。

・今年度も継続して実施し、相
互の連携を深める。

健康
福祉
局

こども
家庭
課

配偶者暴力やストー
カー事案等あらゆる暴
力などに対して、認知の
段階から対処に至るま
で、関係部門が情報共
有・連携の上、被害者の
安全確保に向け、正し
い理解と認識を深める
ための啓発や被害が深
刻化する前の早期相談
につながる啓発を行い
ます。また、こうした事
案への迅速かつ的確な
対応が図られるよう、警
察官に対する必要な研
修を実施します。

－ 〇配偶者暴力・ストーカー事案
等の情報共有・啓発
・認知の段階から対処に至るま
で、警察が積極的に関与して
迅速な対応にあたるとともに、
事案の危険性・切迫性を的確
に判断し、関係部門を始め、関
係機関等と情報共有、連携の
上、被害者等の安全確保のた
めに最も効果的な措置を講じ
た。
〇警察官への研修
・警察署において配偶者暴力・
ストーカー事案を担当する警察
官を対象として専科教養を実
施したほか、各部門の研修や
巡回教養、教養資料の発出を
通じて、県内全警察署の警察
官に教養・指導を行った。

【事業の詳細・評価】
〇配偶者暴力・ストーカー事案
等の情報共有・啓発
　 認知の段階から対処に至る
まで、警察が積極的に関与して
迅速な対応にあたるとともに、
事案の危険性・切迫性を的確
に判断し、関係部門を始め、関
係機関等と情報共有、連携の
上、被害者等の安全確保のた
めに最も効果的な措置を講じ
た。
〇警察官への研修
　 警察署において配偶者暴
力・ストーカー事案を担当する
警察官を対象として専科教養
を実施したほか、各部門の研
修や巡回教養、教養資料の発
出を通じて、県内全警察署の
警察官に教養・指導を行った。

〇配偶者暴力・ストーカー事案
等への迅速・的確な対応
　 引き続き、事案の危険性・切
迫性を的確に判断し、関係部
門が連携して、被害者の安全
確保を最優先とした対応を図
る。
〇警察官への研修
　 今年度も警察署において配
偶者暴力・ストーカー事案を担
当する警察官を対象とした専科
教養を実施するとともに、あら
ゆる機会を通じた教養の実施
や教養資料の発出等により、
全警察署の警察官に対する指
導・教養を推進する。

〇配偶者暴力・ストーカー事案
等への迅速・的確な対応
・引き続き、事案の危険性・切
迫性を的確に判断し、関係部
門が連携して、被害者の安全
確保を最優先とした対応を図
る。
〇警察官への研修
・今年度も警察署において配偶
者暴力・ストーカー事案を担当
する警察官を対象とした専科教
養を実施するとともに、あらゆ
る機会を通じた教養の実施や
教養資料の発出等により、全
警察署の警察官に対する指
導・教養を推進する。

警察
本部

人身
安全
対策
課

R5年度 R６年度

[女性の人権擁護]

　デートＤＶに関する精神的暴力の認識率（高校生）

　性被害ワンストップセンターひろしまの認知度
7.4%
[R2]

13.0%以上
[R5]

9.6%
9.6％
（R5）

「わたしらしい生き方応援プラン
ひろしま」より

県民活動課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

66.5%
[R元]

75.0%以上
[R7]

63.4% 64.8%
「ひろしまDV防止・被害者支援
計画（第４次）」より

こども家庭課
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取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の取組の

方向性
担当局

担当
課

　[性別による役割分担意識の是正]

県民を対象とした人権
啓発イベントや啓発資
料展示を行うとともに、
人権全般を対象とした
啓発冊子の配布などに
より、女性の人権につい
て啓発を行います。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

性差による固定観念に
とらわれず自分らしく暮
らしている人の事例紹
介や交流の場の設定、
またこうした取組の発信
により、県民の固定的な
意識の解消につながる
よう取り組みます。

9,818 ○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・川柳コンテストにおいて、固定
的な性別役割分担意識意識の
解消に向けた情報発信を、企
業等と連携して実施した。

・性差による固定観念にとらわ
れず自分らしく暮らしている人
の事例を、川柳や、連携した企
業へのインタビューという形で、
効果的に発信できた。

・性別に関わらず働き方や暮ら
し方を選択できていると感じる
県民の割合は近年、６割程度
の横ばいである。
・県民の意識変化を促すため、
わたしらしく生きることができる
という社会的環境・気運を作り
出していく必要がある。

〇わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・性別による固定観念に対する
違和感について、より多くの県
民の気づきや行動変容につな
げていく。令和３年に策定した
わたしらしい生き方応援プラン
ひろしまに基づき、各種施策を
全庁的に進めるほか、ジェン
ダー川柳コンテストの実施にあ
たっては、より多くの企業や団
体等を巻き込み、広く県民に向
けた周知啓発等に取り組む。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

 固定的な意識の解消に
向けてこれまで取り組ん
できた意識啓発につい
ては、ターゲットやテー
マを地域の実情に合わ
せて選定するなど内容
の工夫に加え、Web を
活用して対象を広げるこ
となどにより、啓発効果
の拡大を図ります。

10,136 ○市町との共催事業（広島県
男女共同参画研修会）
・R6年度は三原市と共催で研
修会をR6.11/2に開催し、男性
の意識改革をテーマに、県民・
市民意識調査の結果をもとに
ファシリテーターからパネリスト
に意見を求めるパネルディス
カッションとした。
○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・県民参加型の川柳コンテスト
として実施。特設サイトを設け、
SNS等の広告により県民の関
心を獲得した。また、表彰式等
のメディア掲載を狙う取組も実
施し、様々な媒体で県民に情
報発信を行った。加えて、企業
等とも連携し、面的な普及啓発
活動を行った。

○市町との共催事業（広島県
男女共同参画研修会）
・市町との共催事業では、広島
県男女共同参画研修会の様子
を収めたYoutubeの総再生回
数が1,183回となった。
○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業に
おいて、3,000句を超える作品
応募があるなど、一定の県民
の関心を得ることができた。

○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・応募者の年代や性別に偏り
があるなど、ジェンダーギャップ
に対して関心が薄い層や、職
場において影響力のある層に
は、十分な啓発が行えていな
い。

○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・ジェンダー問題に無意識な人
が多く、職場において影響力の
ある層にも情報を届けるため、
企業等との連携を深め、企業
の内側からの周知啓発等に取
り組む。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

 夫婦等のパートナー同
士や、職域等の男女双
方を対象とした研修や
意見交換の実施などに
より、それぞれが互いの
キャリアやライフプラン、
立場や考え方を認識
し、配慮することができ
る意識の醸成を図りま
す。

10,136
【再掲】

○市町との共催事業（広島県
男女共同参画研修会）
・R6年度は三原市と共催で研
修会をR6.11/2に開催し、男性
の意識改革をテーマに、県民・
市民意識調査の結果をもとに
ファシリテーターからパネリスト
に意見を求めるパネルディス
カッションとした。
○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・県民参加型の川柳コンテスト
として実施。特設サイトを設け、
SNS等の広告により県民の関
心を獲得した。また、表彰式等
のメディア掲載を狙う取組も実
施し、様々な媒体で県民に情
報発信を行った。加えて、企業
等とも連携し、面的な普及啓発
活動を行った。

○市町との共催事業（広島県
男女共同参画研修会）
・市町との共催事業では、広島
県男女共同参画研修会の様子
を収めたYoutubeの総再生回
数が1,183回となった。
○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業に
おいて、3,000句を超える作品
応募があるなど、一定の県民
の関心を得ることができた。

○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・応募者の年代や性別に偏り
があるなど、ジェンダーギャップ
に対して関心が薄い層や、職
場において影響力のある層に
は、十分な啓発が行えていな
い。

○わたしらしい生き方を選択す
るためのワークショップ事業
・ジェンダー問題に無意識な人
が多く、職場において影響力の
ある層にも情報を届けるため、
企業等との連携を深め、企業
の内側からの周知啓発等に取
り組む。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

エソール広島（広島県女
性総合センター）が実施
する男女共同参画を推
進するための研修・交
流、相談情報提供事業
及び啓発活動を連携し
て行います。

86,660 ・ジェンダー平等の視点に立っ
た意見の反映が進むよう、防災
や世代間のジェンダー観の違
い等をテーマとした男女共同参
画公開講座を開催した。
（男女共同参画公開講座：６
回、441人）
・ジェンダー平等や女性活躍な
どについて考えるきっかけとな
るよう、関係団体等と連携した
共催事業や企業等からの研修
受託を行うとともに、図書等の
配架・貸出やSNS等を利用した
講座・研修の情報発信等を
行った。
（共催事業：44回、2,003人）
（研修受託：28回、2,185人）

・男女共同参画公開講座では、
参加者からの満足度は高く、
「地域で活用したい」といった感
想が寄せられており、ジェン
ダー格差等について考えてもら
うきっかけを提供できた。
・民間団体との共催事業の実
施回数は前年度より増加し、連
携が進んだ。
・YouTube動画配信の内容を拡
充及び、人権週間等に合わせ
た公開や、講座の事前学習に
活用するなどにより視聴回数
増加につなげ、啓発効果を高
めることができた。

・　利用者数は昨年度に比べ増
加したものの、目標としている
利用者数（3万人）に届いておら
ず、その要因として、エソール
広島の活動の周知や認知が広
がっていないことや、遠方から
の利用者数が伸びていないこ
と、市町や関係団体と広報啓
発や活動の連携が十分できて
いないことが挙げられる。

・利用者ニーズや社会環境など
を踏まえた講座等のテーマや
実施方法を工夫し、利用者の
満足度を高めるとともに、市町
と連携した効果的な情報発信
を行い認知度の向上を図り、利
用者数の増加につなげる。
・特に、市町と連携した講座や
web配信を活用したセミナー等
を実施し、利用者が受講しやす
い機会の確保に取り組む。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

R5年度 R6年度

[性別による役割分担意識の是正]

　性別にかかわらず、働き方や暮らし方を自分らしく
選択できていると感じている人の割合

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

―
[R3]

現状値を把
握の上設定

[R7]
59.6% 61.8% 「わたしらしい生き方応援プラン

ひろしま」より

わたしらしい
生き方応援
課
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取組方向
Ｒ６

当初予
算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の取組の

方向性
担当局

担当
課

　[職場における女性の活躍推進]

様々な職場において、
妊娠・出産・子育て等の
ライフイベントと両立しな
がら、安心して働き続け
ることができる環境づく
りに向けて、セミナーの
開催や職場研修への講
師派遣等により、企業
への理解促進を図りま
す。

37,661 　県内企業を対象に、女性活躍
への取組着手に向けた動機付
けを行うとともに、女性活躍の
取組定着や男女がともに働き
やすい環境整備に向けた自律
的な取組を促進するための支
援を行った。
・広島県女性活躍推進モデル
企業の事例集作成、情報発信
・企業の課題に応じた対象別研
修等の開催（経営者等向け、女
性従業員向け）
・女性幹部人材育成事業補助
金
･女性管理職の社外交流ネット
ワーク構築

・「広島県女性活躍推進モデル
企業」（９社）の取組過程や成
果を見える化した事例集「女性
活躍から切り開くダイバーシ
ティ経営の実践」を作成し、県
ホームページに掲載するととも
に、研修等において周知を図っ
た。
・女性活躍に向けた理解促進
セミナー、企業の課題に応じた
対象別研修等を実施した。参
加者数：738人（R6）
・女性従業員を幹部として育成
するために必要となる経費の
一部を支援する、「女性経営幹
部育成事業補助金」について、
２社を採択した。
・女性管理職の社外交流ネット
ワークの構築を目的とした「次
世代女性リーダーネットワーク
ひろしま『WEーHubひろしま』」
（参加企業26社、参加者27名）
を通じて、将来の女性幹部登
用に向けた機運醸成を図った。

・令和５年度の県内事業所にお
ける指導的立場に占める女性
の割合は19.6％と目標
（23.0％）を下回る状況であっ
た。
・指導的立場に占める女性の
割合は、２割弱と横ばいで推移
しており、特に大企業への対策
が必要となっていることから、
女性管理職・役員登用に向け
た企業への働きかけと女性管
理職ネットワークの構築に取り
組む必要がある。
・女性就業率は増加基調にあ
り、いわゆるＭ字カーブは解消
されつつあるものの、結婚や出
産、子育て、介護などを契機に
女性が非正規雇用化する、い
わゆる「Ｌ字カーブ」など、女性
が働き続けるための問題が
残っていることから、仕事と家
庭が両立できる環境整備に引
き続き取り組む必要がある。

○女性活躍促進・仕事と家庭
の充実応援事業
　県内企業を対象に、女性の就
業継続及び管理職など指導的
立場への登用を促進するため
の支援を行う。
【企業への動機付け】
　県内企業の経営者等に対し、
女性活躍に向けた理解促進を
図り、女性活躍への取組着手
に向けた動機付けを行う。
　・人的資本経営の推進に関す
る機運醸成セミナーで女性活
躍編を実施
【実践支援】
　県内企業を対象に、女性活躍
の取組定着や自律的な取組を
促進するための支援を実施
　・女性管理職候補者向け研修
　・女性管理職社外ネットワー
ク構築

商工
労働
局

人的
資本
経営
促進
課

 女性が仕事に対する意
欲を持って、その力を発
揮することができる環境
づくりに向け、経営者等
への取組の働きかけを
行うとともに、女性従業
員を対象とした研修及
び企業や業種の枠を超
えたネットワークを形成
する機会の提供などに
よる意欲向上の支援に
取り組みます。

37,661
【再掲】

　県内企業を対象に、女性活躍
への取組着手に向けた動機付
けを行うとともに、女性活躍の
取組定着や男女がともに働き
やすい環境整備に向けた自律
的な取組を促進するための支
援を行った。
・広島県女性活躍推進モデル
企業の事例集作成、情報発信
・企業の課題に応じた対象別研
修等の開催（経営者等向け、女
性従業員向け）
・女性幹部人材育成事業補助
金
･女性管理職の社外交流ネット
ワーク構築

・「広島県女性活躍推進モデル
企業」（９社）の取組過程や成
果を見える化した事例集「女性
活躍から切り開くダイバーシ
ティ経営の実践」を作成し、県
ホームページに掲載するととも
に、研修等において周知を図っ
た。
・女性活躍に向けた理解促進
セミナー、企業の課題に応じた
対象別研修等を実施した。参
加者数：738人（R6）
・女性従業員を幹部として育成
するために必要となる経費の
一部を支援する、「女性経営幹
部育成事業補助金」について、
２社を採択した。
・女性管理職の社外交流ネット
ワークの構築を目的とした「次
世代女性リーダーネットワーク
ひろしま『WEーHubひろしま』」
（参加企業26社、参加者27名）
を通じて、将来の女性幹部登
用に向けた機運醸成を図った。

・令和５年度の県内事業所にお
ける指導的立場に占める女性
の割合は19.6％と目標
（23.0％）を下回る状況であっ
た。
・指導的立場に占める女性の
割合は、２割弱と横ばいで推移
しており、特に大企業への対策
が必要となっていることから、
女性管理職・役員登用に向け
た企業への働きかけと女性管
理職ネットワークの構築に取り
組む必要がある。
・女性就業率は増加基調にあ
り、いわゆるＭ字カーブは解消
されつつあるものの、結婚や出
産、子育て、介護などを契機に
女性が非正規雇用化する、い
わゆる「Ｌ字カーブ」など、女性
が働き続けるための問題が
残っていることから、仕事と家
庭が両立できる環境整備に引
き続き取り組む必要がある。

○女性活躍促進・仕事と家庭
の充実応援事業
　県内企業を対象に、女性の就
業継続及び管理職など指導的
立場への登用を促進するため
の支援を行う。
【企業への動機付け】
　県内企業の経営者等に対し、
女性活躍に向けた理解促進を
図り、女性活躍への取組着手
に向けた動機付けを行う。
　・人的資本経営の推進に関す
る機運醸成セミナーで女性活
躍編を実施
【実践支援】
　県内企業を対象に、女性活躍
の取組定着や自律的な取組を
促進するための支援を実施
　・女性管理職候補者向け研修
　・女性管理職社外ネットワー
ク構築

商工
労働
局

人的
資本
経営
促進
課

男性の育児休業等の取
得促進に向け、市町等
の関係機関と連携して、
男性が家事・育児・介護
等に積極的に参画する
ことの意義や効果など
について、男性従業員
や企業に対し理解促進
を図ります。

4,164 県内企業の男性育休取得促進
の取組の優良事例収集・発信
することで、育児休業等を取得
しやすい職場環境づくりへの意
識醸成を行った。
・広島県イクメン推進アンバサ
ダーによる企業訪問、発信
・男性育休ベストプラクティスの
収集・発信
・男性育休ベストプラクティスの
うち、選定した企業の記事作
成、発信
・育児・介護休業法の改正によ
るR4.10.1からの産後パパ育休
の創設、育児休業の分割取得
等や、国の「こども未来戦略方
針（令和５年６月13日閣議決
定）」において政府目標が令和
７年（2025年）50％、令和12年
（2030年）85％とされたことを踏
まえ、本県の目標値も国に準じ
て見直した。

・県内の男性育休取得の取組
が進んでいる企業の動画作
成、ベストプラクティスの収集・
発信、優良事例の詳細記事作
成・発信をしたことで、県内企
業への男性育休の理解促進に
つながった。
・広島県イクメン推進アンバサ
ダーによる企業訪問、発信（３
社）
・男性育休ベストプラクティスの
収集・発信（25社）
・男性育休ベストプラクティスの
うち、選定した企業の記事作
成、発信(５社)

・令和５年度の男性の育児休
業取得率の実績は46.2％と年
度目標（20.0％）を上回ったが、
女性の育児休業取得率
（99.1％）に比べると低い水準
に留まっており、また、取得期
間についても男性取得者の約
６割が１か月未満であることな
ど、取得率・取得期間ともに課
題は残っており、引き続き育児
休業制度の周知や育休を取得
しやすい職場環境づくりの働き
かけに取り組む必要がある。

○女性活躍促進・仕事と家庭
の充実応援事業
　男女がともに仕事と過程を両
立しながら職場で活躍できる環
境づくりにむけ、男性従業員が
育児休業等を取得しやすい職
場環境整備を促進するための
支援を行う。
【実践支援】
　県内企業を対象に男女がとも
に働き安い環境整備に向けた
自律的な取組を促進するため
の支援を実施
　・男性育休ベストプラクティス
の公募、優良事例の発信

商工
労働
局

人的
資本
経営
促進
課

R5年度 R6年度

[職場における女性の活躍促進]

　女性（25～44歳）の就業率

　県内事業所における指導的立場に占める女性の
割合

19.1%
[R2]

25.0%
[R7]

19.6%
R7.10月判明

予定

　男性の育児休業取得率
13.0%
[R元]

50.0%
[R7]

46.2%
R7.10月判明

予定

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

72.3%
[H27]

82.5%以上
[R7]

― ―

「わたしらしい生き方応援プラン
ひろしま」より

人的資本経
営促進課
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（２）子供
■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[子供の人権擁護]

子供への体罰の禁止や
虐待が子供に及ぼす悪
影響等について、保護
者や子育てをこれから
行う世代など県民への
周知を図り、体罰によら
ない子育てを推進しま
す。

7,162 ・児童虐待防止月間において
Ｗｅｂページやイベント等で啓発
活動を実施。

・子育て世代やこれから親にな
る世代などをターゲットにより分
かりやすいWebページを作成す
るとともに、地域のプロスポー
ツチームと連携したイベントで
の啓発などを行った。

体罰等によらない子育てをして
いる親の割合は増加している
が、体罰等を肯定している親
や、子育ての困り感、育てにく
さ等からやむを得ず体罰等をし
ている親が一定数いることか
ら、子供への体罰の悪影響や
相談窓口等の更なる周知が必
要。

・今年度は若年層をターゲット
にした、Webを活用した取組を
進める。

健康
福祉
局

こども
家庭
課

児童虐待の通告義務、
児童相談所虐待対応ダ
イヤル「189」などを、広
く県民に周知していきま
す。

7,162
【再掲】

・児童虐待防止月間において
Ｗｅｂページやイベント等で啓発
活動を実施。【再掲】

・Webページに子育て家庭の周
囲の人に向けたページを作成
するなど県民への周知を行っ
た。

児童虐待を受けたと思われる
子供を発見した人が速やかに
通告できるよう、児童虐待の通
告義務及び児童相談所虐待対
応ダイヤル「189」や市町こども
家庭センター等の相談窓口等
のさらなる周知が必要

・今年度は若年層をターゲット
にした、Webを活用した取組を
進める。【再掲】

健康
福祉
局

こども
家庭
課

県民を対象とした人権
啓発イベントでの子供の
人権に関する事例発表
や啓発資料展示を行う
とともに、人権全般を対
象とした啓発冊子の配
布などにより、人権意識
の醸成のための啓発を
行います。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇児童虐待をはじめとした子供に対する人権侵害を防ぐとともに、子供の健やかな育成のための情報提供や啓発に取り組みます。
〇実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

学校等と連携し、いじめ
防止のための取組実践
例をイベント等の場で発
表するなど、いじめの未
然防止、早期発見・早期
対応のための啓発を行
います。

36 ○いじめダイヤル24事業
・いじめで悩んでいる児童生徒
保護者への相談窓口として、県
立教育センターに「いじめダイ
ヤル24」を設置。
・令和６年度相談実績は44件、
うちいじめに関する相談件数36
件。
・臨床心理士及び相談指導員
が相談者の心に寄り添いなが
ら相談内容に応じた適切なアド
バイスを行うとともに、一人で
悩まず学校や保護者に相談す
る等の解決方法についても助
言している。　

○いじめの有無に関わらず、人
間関係のトラブルや、様々な不
安や悩みを相談できること、ま
た、いじめにつながる可能性の
ある事案等についても相談でき
るなど、早期発見、早期対応の
充実に向けて重要な機能を果
たすことができている。また、学
校外の相談窓口が機能するこ
とにより、児童生徒には、相談
する窓口の選択肢が増えるな
ど、いじめに係る早期発見、早
期対応の取組につなげること
ができた。

○児童生徒がSOSを出せてい
ない事案がある可能性を鑑
み、「いじめダイヤル24」を含め
た校内外の相談窓口の周知を
繰り返し行う必要がある。

○いじめダイヤル24事業
・悩みを持つ児童生徒の中に
は、学校や市町教育委員会に
は相談しにくいが、県教育委員
会の設置する「いじめダイヤル
24」には、ある程度広域な相談
窓口であり地域性がないという
点から相談しやすいという心理
で相談している児童生徒がい
る。
・引き続き、いじめの問題に悩
む児童生徒や保護者等が、い
つでも安心して相談できるよ
う、相談窓口の充実に努める。

教育
委員
会

豊か
な心
と身
体育
成課

R5年度 R6年度

[子供の人権擁護]

　体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合

　児童虐待により死亡した児童数
0人

[R元]
0人
[R6]

0人 １人

　いじめの解消率（公立小・中・高等学校・特別支援
学校）

78.0%
[R元]

83.6%
[R6]

72.2% R7.11月判明
豊かな心と身
体育成課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

76.3%
[R元]

83.0%
[R6]

87.3% 3月末判明

「ひろしま子供の未来応援プラ
ン」
より

こども家庭課
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取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[青少年の健全育成]

「広島県青少年健全育
成条例」の運用等によ
り、インターネット等の適
正な使用について子
供、保護者や青少年活
動に携わる人等への啓
発など、青少年の健全
な育成を阻害するおそ
れのある行為や環境か
ら青少年を保護する取
組を推進します。

1,383 ・県内の中学校１年生に「自画
撮り被害防止」に関するリーフ
レットを配布し、小学４年生には
「インターネット適正利用」に関
するリーフレットを配布
・広島県青少年健全育成条例
の改正に伴い、県内の小学５
年生から高校３年生に改正内
容周知のためのチラシを配付
・青少年のインターネットの適
正な利用に係る講習会を中国
総合通信局及び広島市等と共
催で開催

・関係機関等と連携し、青少年
のインターネット適正利用に係
る広報・啓発を効果的に実施す
ることができた。
・広島県青少年健全育成条例
の改正に伴う広報・啓発によ
り、フィルタリング利用促進を図
ることができた。

・インターネット利用の低年齢
化や情報通信環境の変化に対
応した啓発を実施する必要が
ある。

○青少年健全育成事業（一部）
・啓発リーフレットの配布や講
習会の開催などにより、子供の
発達段階に応じた啓発と、保護
者等に対するペアレンタルコン
トロールの重要性等に関する
啓発を行う。

環境
県民
局

県民
活動
課

暴走族・非行少年グ
ループ対策として、暴走
族・少年非行防止対策
会議の開催により関係
者が一体となった取組
を推進するとともに、広
報啓発用ポスターの作
成・掲示を行い、県民意
識の啓発及び高揚を図
ります。

192 ・暴走族・非行少年グループ対
策として、暴走族・少年非行防
止対策会議の開催により関係
者が一体となった取組を推進
するとともに、広報啓発用ポス
ターの作成・掲示を行い、県民
意識の啓発及び高揚を図っ
た。
・広報用啓発用ポスター作成
（令和６年度）：3000部　
・広報用啓発用ポスター掲示
（令和６年度）：各学校、駅、バ
ス・電車内等

・暴走族等の現状について、関
係機関との意思統一を図ること
ができた。

・今後も暴走族等に対する県民
意識の醸成を図る必要があ
る。

○交通取締り費事業
・暴走族・非行少年グループ対
策として、暴走族・少年非行防
止対策会議の開催により関係
者が一体となった取組を推進
する。
・広報啓発用ポスターの作成・
掲示を行い、県民意識の啓発
及び高揚を図る。

警察
本部

少年
対策
課

少年の規範意識向上に
向け、犯罪防止教室の
開催、少年警察ボラン
ティアと連携した少年に
対する声かけ活動、少
年の立ち直りに向けた
少年サポートルームの
開催などを行います。

10,926 〈犯罪防止教室〉
・少年の規範意識の向上を目
的として、学校や通信事業者等
関係機関と連携した犯罪防止
教室を実施した。
・犯罪防止教室実施数（令和６
年度）：1000回
・通信事業者との犯罪防止教
室実施数（令和６年度）：51回　
・非行少年総数（令和６年中）：
993人　

・通信事業者と協力してオンラ
インによる犯罪防止教室を開
催するなど、取組を効果的に実
施できた。

・少年の非行総数は、長期的に
見れば減少傾向にあるもの
の、令和４年には、12年ぶりに
増加に転じ、さらに増加してい
る状況にあるため、少年の規
範意識の向上を目的とした犯
罪防止教室を引き続き実施す
る必要がある。

（犯罪防止教室）
・インターネットに起因する犯罪
や潜在化しやすい子供の性被
害を防止するため、少年の規
範意識の向上を目的として、学
校や通信事業者等関係機関と
連携した犯罪防止教室を実施
する。

警察
本部

少年
対策
課

少年の規範意識向上に
向け、犯罪防止教室の
開催、少年警察ボラン
ティアと連携した少年に
対する声かけ活動、少
年の立ち直りに向けた
少年サポートルームの
開催などを行います。

10,926
【再掲】

〈少年に対する声かけ活動〉
・少年警察ボランティア等と連
携した祭礼時等における街頭
補導活動、少年警察ボランティ
アの協力を得た通学時等の積
極的な声かけ・あいさつ運動
・少年補導協助員による学校
担当制活動（校門指導、校内
巡回、街頭補導等）
（令和６年度）
小学校　延べ3,676回　中学校　
延べ3,664回
・少年指導委員によるゲームセ
ンター等風俗営業所への立入
り、街頭補導等132回

少年指導委員による風俗営業
所への立ち入りなど少年警察
ボランティア等と連携した街頭
補導活動や少年補導協助員に
よる学校担当制活動を活発に
行った。

・令和６年における非行少年の
うち、中学生以下が約48％を占
めていることから、少年補導協
助員による学校担当制活動を
引き続き実施し、小中学生に対
する声かけ活動を実施する必
要がある。

〈少年に対する声かけ活動〉
・少年警察ボランティア等と連
携した祭礼時等における街頭
補導活動、少年警察ボランティ
アの協力を得た通学時等の積
極的な声かけ・あいさつ運動を
実施する。
・少年補導協助員による学校
担当制活動（校門指導、校内
巡回、街頭補導等）を活発に行
う。

警察
本部

少年
対策
課

少年の規範意識向上に
向け、犯罪防止教室の
開催、少年警察ボラン
ティアと連携した少年に
対する声かけ活動、少
年の立ち直りに向けた
少年サポートルームの
開催などを行います。

10,926
【再掲】

〈少年の立ち直りに向けた取
組〉
・立ち直り支援を必要とする少
年の規範意識の向上及び社会
の一員としての意識の涵養に
資することを目的に、少年を一
堂に集め、「学習支援」「社会奉
仕活動」「犯罪防止教室」「体験
活動」等の居場所づくりを行う。　
・少年サポートルーム
　令和６年中118回延べ412人
・少年非行の背景には、少年の
規範意識や自己肯定感の低
下、家庭の教育力の低下等が
あることから、少年の規範意識
や自己肯定感、自己有用感の
向上を図る場として従来の少
年サポートルームに加え、出前
方式でも開催し、非行の未然防
止と再非行防止を推進した。

　定期開催している少年サポー
トルームだけでなく、地域に応
じ警察署やボランティアと連携
して居場所づくり、学習支援等
を個別に実施した。

少年非行総数が２年連続して
増加しており、今後も少年の立
ち直りに向けた取り組みを継続
して実施する必要がある。

○非行少年グループ等の立ち
直り支援事業・少年サポートセ
ンター運営費事業
・少年警察ボランティアと連携し
た少年に対する声かけ活動を
継続し、また、少年の立ち直り
に向けた少年サポートルーム
の開催等を行い、少年サポート
センターを中心とした立ち直り
支援活動等を推進する。

警察
本部

少年
対策
課
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（３）高齢者
■取組の方向
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令和７年度の
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担当局
担当
課

　[理解促進]

 県民を対象とした人権
啓発イベントでの高齢者
の人権に関する啓発資
料展示を行うとともに、
人権全般を対象とした
啓発冊子の配布などに
より、人権意識の醸成
のための啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

　[活躍できる環境づくり]

高齢者が活躍している
企業の優良事例の見え
る化などにより、企業に
対して高齢者の積極的
な雇用の働きかけを行
います。

－ ○高齢者の就労促進
・高齢者雇用に前向きな企業に
働きかけ、マッチングの場とし
て福山市で「シニア向け企業説
明会」を、経営者及び人事労務
担当者向けにオンラインで「高
齢者雇用促進ミニセミナー」を
計２回を企画した。

・福山市「シニア向け企業説明
会」
参加者142名、参加企業26社、
就職者８名
・オンライン「高齢者雇用促進ミ
ニセミナー」
第１回：参加企業20社、第２回：
参加企業13社

・法改正により70歳までの就業
確保措置が企業の努力義務と
なっており、高齢者雇用に積極
的な企業の裾野を一層広げて
いく必要がある。

○高齢者の就労促進
・企業に対して、優良事例な
ど、高齢者雇用に取り組むため
のノウハウを提供するととも
に、働く意欲のある高齢者の
ニーズに応じた就職機会を提
供するための取組を実施する。

商工
労働
局

雇用
労働
政策
課

〇高齢者が生き生きと活躍できる環境づくりや、自分の尊厳を保ちつつ安心して暮らしていけるよう、認知症や虐待等に関する正しい知識や権利擁護に関して普及啓発を行い
ます。
〇実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

「老人の日」(９月 15 日)
の全国キャンペーンに
合わせ、９月を県の老
人保健福祉月間とし、
懸垂幕の掲示や期間中
の県や関係団体の取組
について、県ホーム
ページへの掲載により、
周知を図っています。

－ ・老人保健福祉月間事業実施
要綱を制定し、高齢者が、でき
る限り住み慣れた地域で活動
的で生きがいのある生活を送
ることができるよう、社会参加・
ボランティア活動の促進、高齢
者の人権尊重等６つの目標を
掲げ、高齢者保健福祉の重要
性についての理解の促進を
図った。
・関係団体、県内市町及び県関
係課へ高齢者保健福祉に関連
する実施事業の情報提供を依
頼し、回答をとりまとめて要綱と
ともに県ホームページに掲載
し、広報活動を行った。
・百歳高齢者への内閣総理大
臣祝状・記念品伝達を行った。

・関係団体等への周知が浸透
しつつあり、県ホームページの
情報提供量（掲載量）が増加し
ている。

・県ホームページの掲載情報
が事業名のみになっている部
分もあるため、量とともに内容
の充実を図っていく必要があ
る。

・高齢者がその人らしく、いきい
きと住み慣れた地域で暮らし続
けることができるよう、引き続
き、県ホームページ等による広
報活動を行い、また、百歳高齢
者への内閣総理大臣祝状・記
念品伝達を実施し、高齢者保
健福祉の重要性についてさら
に理解の促進を図っていく。

健康
福祉
局

地域
共生
社会
推進
課

全国健康福祉祭（ねん
りんピック）への選手派
遣やシニア総合スポー
ツ大会、シルバー作品
展開催などの各種事業
を通じ、高齢者の生きが
いと健康づくりをはじ
め、積極的な社会参加
を推進します。

37,064 ・全国健康福祉祭（ねんりん
ピック）への選手派遣等を行う。
〔広島県シニア総合スポーツ大
会（派遣選手選考）〕
・55歳以上の人を対象に、８種
目の競技を実施　参加者数：
653人
〔全国健康福祉祭（ねんりん
ピック）（選手派遣）〕
・第36回全国健康福祉祭とっと
り大会への県選手団の派遣　
参加人数：146人
〔広島県シルバー作品展〕
・高齢者による作品（日本画、
洋画、彫刻、工芸、書、写真）の
募集と優秀作品の展示等※次
年度の全国健康福祉祭（ねん
りんピック）美術展の選考を兼
ねる。
・シルバー作品展出品数：240
点
〔シニア囲碁・将棋大会〕
・高齢者を対象とする将棋及び
囲碁の大会の開催※次年度の
全国健康福祉祭（ねんりんピッ
ク）の予選会を兼ねる。
・シニア囲碁・将棋大会参加者
数：177人

・広島県シニア囲碁大会につい
ては、県内２箇所（東部地区：
福山市、西部地区：広島市にお
いて実施し、参加者の利便性
の向上を図ることにより、より多
くの参加者を募ることができ
た。

・今後も県内全域からより多く
の高齢者に積極的に参加して
もらうため、関係機関と連携し、
広く普及啓発を行い、新規参加
者の開拓にも積極的に努める
必要がある。

・県内全域からより多くの高齢
者に参加してもらうため、事業
の趣旨、目的、内容などについ
て積極的に普及啓発を行う。ま
た、事業を継続して実施してい
くことで、高齢者が積極的に社
会に参加できる環境づくりを進
めていく。

健康
福祉
局

健康
づくり
推進
課

高齢者の特性や希望に
合った就労的活動を
コーディネートする人材
の配置や、市町と連携
したプラチナ大学の開
校、退職前からのボラン
ティア・市民活動等への
参加を促す出前講座の
開催などにより、高齢者
の社会参画を推進する
ための普及啓発に取り
組みます。

8,519 〇社会参加きっかけづくり応援
事業
・高齢者や高齢期に入る前の
年齢層の人が、社会参加への
意識づけや、地域活動のきっ
かけづくりを支援する取り組み
を行うことで、高齢期になって
も、孤立することなく、役割と居
場所、つながりを持ち続け、地
域で活躍できる人や場の拡充
を図った。
・大竹市、世羅町及び神石高原
町で実施。自治会活動等に関
する普及啓発活動、地域福祉
の担い手育成フォーラムの開
催、コーヒーボランティア養成
講座の開催、地域まちづくり講
演会の開催、他市との活動交
流会、子育て世代の孤立防止
をテーマにした講演会の開催、
子どもの遊び場マップの作成
のための多世代交流の実施

各活動により、社会参加への
意識づけや地域活動のきっか
けづくりに着手することができ
た。

・本事業の継続により、高齢者
や高齢期に入る前の年齢層の
人に対し、社会参加への意識
の定着を図っていく必要があ
る。

〇市町や市町社協等が取り組
む、高齢者や高齢期に入る前
の年齢層の人が、社会参加へ
の意識づけや地域活動のきっ
かけづくりとなる事業を支援す
ることで、高齢期になっても、孤
立することなく、役割と居場所、
つながりを持ち続け、地域で活
躍できる人や場の拡充につな
げることを目的とする、きっかけ
づくり応援事業を進めていく。

健康
福祉
局

地域
共生
社会
推進
課
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担当局
担当
課

　[権利擁護の推進]

認知症に関する正しい
知識と理解を持って、地
域や職域で認知症の人
やその家族を手助けす
る認知症サポーターの
養成を進め、実際に地
域で活躍できるよう、認
知症の人などを含む高
齢者に対する理解を深
めるための取組を推進
します。

81 〇キャラバン・メイト養成講座の
開催
・認知症サポーター養成講座の
講師となるキャラバン・メイトの
養成講座を開催（年1回）

・養成講座受講者59名がキャラ
バン・メイトとなった。

キャラバン・メイトが、サポー
ター養成講座の講師として活
動できるよう、引き続き市町へ
働きかけを行う必要がある。

〇キャラバン・メイト養成講座の
開催
・認知症サポーター養成講座の
講師となるキャラバン・メイトの
養成講座を開催（年1回）

健康
福祉
局

地域
共生
社会
推進
課

高齢者虐待の通報義務
や相談窓口について、
県民及び養介護施設等
に広報を行い、虐待防
止と虐待発見時に速や
かに通報するよう周知し
ます。

－ 〇県ホームページで、高齢者
虐待の相談窓口の他、虐待の
早期発見、支援に向けた具体
的な対応方法を掲載した。

・高齢者虐待においては、通報
義務や相談窓口について、引
き続き広報及び周知を行う必
要がある。

継続 健康
福祉
局

医療
介護
基盤
課

県内各警察署に高齢化
率が高く、高齢者の事
件・事故による被害が多
い地区を「高齢者防犯
モデル地区」に指定（26 
地区）し、同地区におけ
る年１回以上の防犯・交
通安全教室の開催をは
じめとした効果的な活動
を推進します。

－ ○高齢者に対する防犯活動
・県内全域を対象として高齢者
の安全確保に向けた取組を推
進し、防犯教室や防犯キャン
ペーン等を実施した。
・令和６年中
 防犯キャンペーン等の実施：
64回
 高齢者対象の防犯講習会：
707回

・高齢者対象の防犯講習会や
キャンペーンなど、高齢者に対
する広報機会は増加し防犯意
識の向上に向けた取組を推進
した。

・高齢者が被害に遭う可能性
の高い特殊詐欺などの犯罪が
増加しており、被害を未然に防
止するための対策を推進する
必要がある。

継続 警察
本部

生活
安全
総務
課

市町、高齢者団体、医
療機関等によって構成
される「安全情報ネット
ワーク」を活用して犯罪
情報・防犯対策情報等
を提供します。

－ ○「安全情報ネットワーク」によ
る情報提供
・警察本部から適時、市町、高
齢者団体及び医療機関等に対
し、高齢者向けの広報紙や高
齢者が被害に遭いやすい犯罪
に関する情報を発信した。
・令和６年中：情報発信24回　　　　　　　　　　　

・高齢者に対して、犯罪の発生
状況に合わせた防犯対策情報
の発信を実施した。

・犯罪情報・防犯対策情報をタ
イムリーに発信して提供するほ
か、ネットワークの拡大を図る
など、関係機関・団体等と協力
して高齢者の防犯意識向上を
図る必要がある。

継続 警察
本部

生活
安全
総務
課

認知症の人やその家族
が安心して生活できるよ
う、地域全体で支える社
会の構築に向け、認知
症に関する正しい知識
と理解を更に促進する
ための啓発イベントの実
施や団体・企業等との
連携による啓発活動を
実施します。

15,903 〇認知症の理解促進のための
活動
・オレンジリングイベントを開催
（10月・東広島市）

〇若年性認知症施策総合推進
事業
・若年性認知症支援コーディ
ネーター（2名）を設置し、相談
支援を行うとともに、関係機関
との連携を図った。市町職員や
医療・介護・福祉専門職を対象
とした研修を開催し、200名程
度が受講した。

〇若年性認知症施策総合推進
事業
・ネットワーク会議等により、関
係機関との連携を図ることがで
きた。また、研修の参加者から
は、診断後に必要な制度や若
年性認知症の方の働き方につ
いて参考になったとの声があっ
た。

〇認知症の理解促進のための
活動
・イベントの開催により、県民に
対して認知症についての理解
を深めてもらうことができた。令
和6年1月に施行された「共生社
会の実現を推進するための認
知症基本法」を踏まえた取組に
ついて検討していく必要があ
る。
〇若年性認知症施策総合推進
事業
・今後は、若年性認知症の人を
早期に適切な支援につなぐた
め、幅広い普及啓発に加え、総
合的な相談体制を確立するこ
とが必要である。

〇外部有識者等による認知症
施策の検討
・認知症施策の推進に係る検
討会を開催
〇認知症の理解促進のための
活動
・オレンジリングイベントを開催
（9月予定・福山市）
〇若年性認知症施策総合推進
事業
・若年性認知症支援コーディ
ネーター（２名）を設置し、相談
支援を行うとともに、関係機関
との連携を図る。

健康
福祉
局

地域
共生
社会
推進
課

地域包括ケアシステム
における高齢者権利擁
護に係る相談体制と担
い手養成による市町等
の支援を実施するた
め、地域包括支援セン
ターの職員等を対象とし
た高齢者虐待等権利擁
護に関する相談窓口の
設置、専門職の派遣及
び地域包括支援セン
ター職員・介護保険
サービス事業者等を対
象とした高齢者虐待防
止のための研修を行い
ます。

53,514 ○高齢者の権利擁護等相談・
派遣事業
・高齢者虐待・成年後見制度の
活用に関する相談や市町のコ
ア会議における専門職員の派
遣
○高齢者虐待対応・防止研修
事業
・オンラインまたは動画配信（オ
ンデマンド）研修を実施。
①（市町・地域包括支援セン
ター職員向け）高齢者虐待対
応研修
　参加者　⇒　基礎編（100人）、　
実践編1（66人）、　実践編2（29
人）
②（施設管理者向け）高齢者虐
待防止研修
　参加者　⇒　77人
③（施設従事者向け）オンデマ
ンド研修
　参加者　⇒　825人
④（養護者対応関係者向け）オ
ンデマンド研修　参加者　⇒779
人

○高齢者虐待対応・防止研修
事業
・オンラインまたは動画配信（オ
ンデマンド）研修を実施。
①（市町・地域包括支援セン
ター職員向け）高齢者虐待対
応研修
　参加者　⇒　基礎編（100人）、　
実践編1（66人）、　実践編2（29
人）
②（施設管理者向け）高齢者虐
待防止研修
　参加者　⇒　77人
③（施設従事者向け）オンデマ
ンド研修
　参加者　⇒　825人
④（在宅高齢者養護者対応関
係者向け）オンデマンド研修
　参加者　⇒　779人

・新型コロナウイルス感染症に
よる面会制限の緩和等により、
施設と外部との接触機会が増
えたことなどから、高齢者虐待
の通報件数が増加したため、
専門職員派遣事業等を周知・
活用し、適切に対応する必要
がある。

○高齢者の権利擁護等相談・
派遣事業
・専門職員派遣について研修
会内で案内し、周知する。
○高齢者虐待対応・防止研修
事業
・オンラインまたはオンデマンド
研修を実施。
・最新の高齢者虐待集計を踏
まえ、研修内容をアップデート
する。

健康
福祉
局

医療
介護
基盤
課

R5年度 R6年度

[権利擁護の推進]

　認知症サポーター養成数

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

324,980人
[R４]

388,000人
[R８]

348,986人 374,507人
「第９期ひろしま高齢者プラン」よ

り
地域共生社
会推進課
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（４）障害者

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[理解促進]

広島県知的障害者福祉
大会の運営を支援する
ことにより、障害者福祉
について研究し、広く県
民に対する福祉思想の
普及・啓発を促進しま
す。

－ 〇対面、集合形式にて、一般
大会、はつらつ大会の実施
・開催場所：はつかいち文化
ホールウッドワンさくらぴあ大
ホール、一般大会参加者：209
名、はつらつ大会参加者：192
名
・会長・来賓挨拶、知事表彰、
会長表彰、基調講演等

○知事表彰により、知的障害
者で自立更生した者等を表彰
し、その労に報いるとともに、大
会を通じて障害者等について
の正しい理解を深め、福祉の
増進に寄与した。

○引き続き当該取り組みを実
施し、知的障害者の主体性を
尊重し、地域での連携を図ると
ともに、県民の障害者について
の理解促進につなげる必要が
ある。

〇対面・集合形式にて一般大
会、はつらつ大会の実施
・開催場所：三原市芸術文化セ
ンター　ポポロ（三原市）
・「明日に向かってひろげよ
う！」をメインテーマに三原・竹
原大会として実施する。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

 障害の特性や必要な
配慮について理解し実
践につなげるための出
前講座や研修を企業・
団体、地域、学校等を対
象に実施します。

6,339
【再掲】

・あいサポート研修：2回
・あいサポートメッセンジャー養
成研修：2回
・就労支援メッセンジャー養成
研修：2回
・あいサポートメッセンジャース
テップアップ研修：2回
・企業・団体、地域、学校等へ
の出前講座：47回

・あいサポート研修：2回
・あいサポートメッセンジャー養
成研修：2回
・就労支援メッセンジャー養成
研修：2回
・あいサポートメッセンジャース
テップアップ研修：2回
・企業・団体、地域、学校等へ
の出前講座：56回（うち、学校
等での出前講座23回）

○特に一般県民が研修により
参加しやすくなるよう、定期研
修の時期やテーマ等を工夫す
る必要がある。

○定期研修において、オンライ
ンと会場のハイブリッド開催を
実施するとともに、時期を上半
期と下半期に分けて複数回実
施する等の工夫により、より誰
でも受講しやすい環境づくりを
行う。また、地域での自発的な
取組を促進するため、「あいサ
ポートメッセンジャー」の育成の
ための講師登用等についても
検討する。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

〇障害や障害者に関する正しい知識を啓発するとともに、障害者が社会を構成する一員として参加するための機会確保に向けた広報・啓発を実施します。
〇実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

誰もが暮らしやすい共
生社会の実現に向けた
「あいサポート運動」を
推進するため、研修、あ
いサポート企業・団体の
認定、あいサポートアー
ト展の開催などにより、
障害についての理解促
進に取り組みます。

23,990
（運動

分7,360
＋バイ

アス
2,368＋

アート
14,172）

○あいサポート運動
・各種研修の実施（下段参照）
・あいサポート企業・団体の認
定及び先進的な取組を行った
の表彰の実施。
・企業訪問等による障害理解・
あいサポート運動展開への協
力依頼の実施。
○あいサポートアート展の実施
・広島県立美術館及びふくやま
美術館で開催
・応募作品数：620点、展示数：
399点、来場者数：2,516人
・美術館展示後、市町巡回展
示を実施：６市町
〇あいサポートふれあいコン
サートの実施
・出演団体（参加人数）：５団体
（33人）、来場者数：約160人
・会場：マエダハウジング安佐
南区民文化センター

○あいサポート運動
・各種研修の実施（下段参照）
・あいサポート企業・団体の認
定：15企業・団体
・あいサポート企業・団体表彰：
１企業・団体
〇あいサポートアート展の実施
・広島県立美術館及びふくやま
美術館で開催
・応募作品数：607点、展示数：
396点、来場者数：2､572人
・美術館展示後、市町巡回展
示を実施：６市町
〇あいサポートふれあいコン
サートの実施
・出演団体（参加人数）：11団体
（135人）、来場者数：約360人
・会場：コジマホールディングス
西区民文化センター

○あいサポート運動
・より障害者の生活にかかわり
の深い、飲食店や生活関連
サービス、公共交通機関等へ
の展開が必要。
〇あいサポートアート展
〇ふれあいコンサート
障害のある方の日頃の文化芸
術活動の取り組みの発表の場
として広く認識され、一つの目
標となるようにしたい。また、有
効な広報活動により、障害者文
化芸術活動はもちろん、障害へ
の理解と関心を深めていく必要
がある。

○あいサポート運動
・企業・団体訪問等を行い、普
及啓発に努めるとともに、認定
企業・団体の増加に取り組む。
〇あいサポートアート展、あい
サポートふれあいコンサートの
開催により、障害のある方々の
芸術参加活動を促し、生活を豊
かにするとともに、県民の障害
への理解を深め、障害のある
方の自立と社会参加の推進を
図る。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

広島県身体障害者福祉
大会の運営を支援する
ことにより、身体障害者
の社会参加を促進し、
福祉思想の普及・啓発
を推進します。

－ 〇対面・集合形式にて実施
・開催場所：さんわ総合セン
ター（神石高原町）、参加者：約
400名（身体障害者代表、市町
行政関係者、知事表彰受賞
者、会長表彰受賞者、他）
・会長挨拶、市長による歓迎の
ことば、知事表彰、会長表彰、
来賓祝辞、アトラクション等

○知事表彰により、身体障害
者で自立更生した者等を表彰
し、その労に報いるとともに、大
会を通じて障害者等について
の正しい理解を深め、福祉の
増進に寄与した。

○引き続き当該取り組みを実
施し、県民一人ひとりが相互に
人格と個性を尊重して支え合う
共生社会の実現を目指し、障
害者の自立と社会参加を一層
促進し、福祉の増進を図る必要
がある。

〇対面・集合形式にて実施
・開催場所：アゼリアおおたけ
（大竹市）
・参加者：約450名（身体障害者
代表、市町行政関係者、知事
表彰受賞者、会長表彰受賞
者、他）
・県内の身体障害者の代表及
び身体障害者関係の行政機関
と各種団体の代表等が一堂に
会し、県民一人ひとりが相互に
人格と個性を尊重して支え合う
共生社会の実現を目指し、障
害者の自立と社会参加を一層
促進し、福祉の増進を図る。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

 社会の障害に対する差
別や偏見等を取り除き、
県民一人ひとりの「心の
バリアフリー」を推進す
るため、障害者及びそ
の家族その他の関係者
からの障害を理由とす
る差別に関する相談等
に係る業務を効率的に
処理する心のバリアフ
リー推進員を設置すると
ともに、障害の特性を知
り、障害者への手助け
や配慮を実践する「あい
サポート運動」の推進、
障害者に関するマーク
の普及促進等を図りま
す。

5,243 ○心のバリアフリー推進員を設
置（１名）
○ヘルプマークの普及啓発、
無償配布の実施
○障害者差別解消法改正に伴
う、啓発用パンフレットの改訂
や、啓発用動画の作成

○心のバリアフリー推進員設
置１名し、障害者差別等に関す
る相談（16件、うち障害を理由
とする差別に係る相談12件、合
理的配慮の不提供に関する相
談４件）に対応した。
○障害者差別解消法啓発パン
フレットの改訂、あいサポートテ
キストの改訂をそれぞれ行っ
た。また、障害者差別解消法啓
発用動画を作成し、県HPにアッ
プして広く県民が見ることがで
きるようにした。

○引き続き相談対応を行うとと
もに、事業者等への障害理解
促進や障害者差別解消法の周
知が必要。また、障害のある当
事者への障害者差別解消法の
普及啓発も必要。

○障害者差別解消法における
合理的配慮が民間事業者にも
義務化されたことに伴う相談対
応及び普及啓発を行う。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

- 9 -



取組方向
Ｒ６

当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

 精神保健福祉に関する
正しい知識の普及を図
るため、家族会が実施
する学習会等を支援し
ます。

459 精神障害者が安心して自分ら
しく暮らすことができるよう、精
神疾患や精神障害に関する普
及啓発を推進するため、家族
会が実施する学習会等へ支援
を行った。
開催回数　R3:3回　R4：５回　
R5：５回　R６：５回

家族会の学習会の開催によ
り、精神保健福祉に関する正し
い理解が深められたと考えられ
る。

精神保健上のニーズを有する
方が地域の一員として生活す
ることができるよう、メンタルヘ
ルスに関する正しい知識の普
及と理解の促進が必要である。

引き続き、家族会が実施する
学習会等の支援を行い、精神
保健福祉に関する正しい知識
の普及を図る。

健康
福祉
局

疾病
対策
課

県民を対象とした人権
啓発イベントでの障害者
の人権に関する講演会
等の開催や啓発資料展
示を行うとともに、人権
全般を対象とした啓発
冊子の配布などにより、
人権意識の醸成のため
の啓発を行います。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[権利擁護の推進]

県障害者権利擁護セン
ターの機能強化を図り、
虐待発見時の速やかな
通報を確保するととも
に、障害者虐待の未然
防止や通報義務等につ
いて、障害者、養護者及
び事業者等への普及啓
発活動を行います。

7,673 ・虐待に関する相談援助を実施
するとともに、養護者・事業者
向けのパンフレット等の配布に
よる普及啓発を行った。
〔県障害者権利擁護センター実
績〕
・相談件数：47件
・普及啓発：リーフレット（事業
者向け）2,000部、リーフレット
（利用者向け）2,000部、チラシ
（一般向け）5,000部

・障害者虐待防止法が周知さ
れたことに伴い、障害者虐待発
生時の通報義務の理解が深
まったことで権利擁護センター
への相談・通報件数が増加し
た。（R5:42件→R6:47件）

・障害者虐待防止法の理解を
促進し、通報義務の周知を引き
続き行っていくとともに、虐待の
禁止についてもより周知してい
く必要がある。

・令和５年４月から障害福祉
サービス等事業者に義務付け
られた項目について周知徹底
を図るため、普及啓発の効果
的な方法や配布先等を検討し
ていく。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

市町、事業者等の職員
を対象とした障害者虐
待予防・権利擁護に関
する研修実施による人
材育成・普及啓発を推
進します。

1,269 ・市町、障害福祉サービス事業
者、学校及び保育所等の職員
を対象とした虐待防止・権利擁
護研修をYouTubeで配信する
形式で実施した。
・出席者数（アンケート回答
数）：1,718人

・虐待が起こらない組織作り及
び起こった場合の対応方法に
ついてを講義内容にしたことで
参加者が増加した。（前年比＋
約400人）

・グループワークを実施する
等、有効な他事例を紹介し、虐
待防止に向けた取組の底上げ
を図っていく必要がある。

・事業所・市町の虐待事例の対
応方法や虐待防止委員会の運
営事例を紹介する等、より障害
者虐待への理解が深まるよう
な研修内容を検討する。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

障害者虐待防止ネット
ワーク推進会議を開催
し、関係機関が把握して
いる課題について検討
の上、解消に向けた取
組を行います。

321 ・虐待防止の専門員と令和５年
度の虐待防止に関する実績の
共有を行うとともに、今後の取
組と方向性について検討を
行った。

・令和５年度の虐待防止に関す
る実績の共有等を行ったこと
で、虐待防止への理解の周知
のために有効な手段等の協議
を行うことができた。

・重大な虐待事案が生じた際に
は、会議に参加している虐待防
止の専門員とこれまで以上に
連携し、対応していく必要があ
る。

・市町の虐待防止センターをは
じめ、関係機関と更なる連携を
図っていく。

健康
福祉
局

障害
者支
援課

　[活躍できる環境づくり]

障害者の就業支援のた
め、啓発冊子の作成、
障害者雇用優良事業所
の知事表彰及び先進事
例から学ぶための障害
者雇用企業等見学会を
実施し、企業の障害者
雇用についての理解促
進に取り組みます。

5,438 ○障害者雇用・就業促進事業
・啓発冊子の作成、雇用に係る
ノウハウ習得等のための障害
者雇用企業見学会・セミナーを
広島市と大竹市で開催するとと
もに、雇用促進について経済
団体に要請を行った。

・令和６年の実雇用率は2.54％
と法定雇用率を上回ったが、令
和６年４月の対象事業主の範
囲拡大及び法定雇用率の引き
上げに伴い、法定雇用率達成
企業数は半数を下回った。
・障害者雇用企業見学会・セミ
ナー
広島市：参加企業24社、大竹
市：参加企業16社

・令和７年８月からの法定雇用
率の引き上げ（2.7％）に向け
て、障害者雇用の課題等を把
握しながら、引き続き企業の障
害者雇用の取組を促進する必
要がある。

○障害者雇用・就業促進事業
・引き続き、啓発冊子の作成、
動画コンテンツの作成、障害者
雇用優良事業所の知事表彰、
障害者雇用企業等見学会（セミ
ナー）や経済団体への要請等
を実施しながら、障害者雇用の
課題等を把握し、より効果的な
取組を検討、実施することで、
障害者雇用についての一層の
理解促進を図る。

商工
労働
局

雇用
労働
政策
課

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

R5年度 R6年度

[理解促進]

　障害のある人が困っているときに、手助けをしたこと
がある人の割合

　あいサポーター数
240,176人

[R元]
255,000人

[R7]
255,261人 261,127人

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

67.0%
[R2]

※県独自調
査

70.0%
[R5]

※県独自調
査

68.9% －
「第４次広島県障害者プラン」よ
り

障害者支援
課

R5年度 R6年度

[活躍できる環境づくり]

　民間企業の障害者実雇用率

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

2.18%
[R元]

法定雇用率

以上

[R7]
2.48% 2.54%

「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョ
ンアクションプラン」より

雇用労働政
策課
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（５）同和問題

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

行政職員や企業等の人
権啓発担当者、隣保館
運営等担当者などに対
して、研修等を実施し、
人材の育成を図ります。

162 ○地方改善事業事務費
・隣保館運営等担当者等の市
町職員を対象に、「相談対応の
基本～実践編～」をテーマに講
演をエソール広島及びオンライ
ンにより実施し、職員の理解を
深めるなど、資質向上を図っ
た。

・多くの職員に参加してもらい、
アンケート結果でも高評価を得
た。

・次年度もニーズに合った研修
内容となるよう、関係機関等へ
意見聴取をするなど効果的な
研修内容を検討する必要があ
る。

・隣保館が抱える問題解決や
事業の活性化などのため、研
修内容の見直しを行うなど、隣
保館職員等の資質向上となる
よう継続して実施する。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

 県民を対象とした人権
啓発イベントでの同和問
題に関するＤＶＤ上映や
啓発資料展示等を行う
とともに、同和問題や人
権全般を対象とした啓
発冊子の配布などによ
り、人権意識の醸成の
ための啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

公正な採用選考により、
就職機会が均等に確保
されるよう、事業主に対
し、国と連携して啓発を
行います。

－ ○公正な採用選考のための事
業主への啓発
・広島県雇用労働情報サイト
「わーくわくネットひろしま」及び
企業向けメルマガ等を活用して
啓発資料等の周知を図ったほ
か、機会を捉えて事業主に対
する公正な採用選考を働きか
けた。

・広島県雇用労働情報サイト
「わーくわくネットひろしま」及び
企業向けメルマガ等を活用し
て、事業主への啓発を実施し
た。

・全国的には採用選考時の各
種差別事案が話題になってお
り、これらが発生しないように、
引き続き、事業主に対する啓発
が必要である。

○公正な採用選考のための事
業主への啓発
・引き続き、公正な採用選考に
より、就職機会が均等に確保さ
れるよう、事業主に対し、国と
連携して啓発を実施する。

商工
労働
局

雇用
労働
政策
課

〇同和地区出身者であることなどを理由とした差別等を防止するため、同和問題に対する正しい理解と認識を深めるための啓発活動を行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

隣保館が、福祉の向上
や人権啓発の住民交流
の拠点となる開かれた
コミュニティーセンターと
して、生活上の各種相
談事業や啓発活動を行
うための支援を行いま
す。

事務費
2,028

運営費
133,112
整備費
74,561

○地方改善事業費（隣保館運
営費等補助金、隣保館施設整
備費補助金）
・政令市及び中核市を除く、隣
保館設置10市町に対し、国の
「地方改善事業費(隣保館運営
費等・施設整備費)補助金交付
要綱」に基づき、国と協調して
補助した。
【隣保館運営費補助金】
各隣保館において社会調査及
び研究事業、相談事業、啓発・
広報活動事業、地域交流事
業、周辺地域巡回事業、地域
福祉事業の６つの基本事業を
行うことにより、人権課題や生
活上の課題の速やかな解決を
図った。
【隣保館整備費補助金】
・隣保館の耐震化を進める市
町（尾道市）に対して、施設整
備の補助による支援を行った。

・隣保事業を実施した市町、施
設整備を行った市町に対し、効
果的に支援することができた。

〇指定避難所や緊急避難所と
しての役割が期待される中、隣
保館の老朽化・耐震化への対
応が十分ではない。
→R7未耐震の施設数：５（うち４
は避難所指定されている）
〇改築や大規模修繕等によっ
て、「障害者差別解消法」に抵
触することがないように対応が
求められるが、十分に手をつけ
られていない現状がある。

○隣保事業の事業目的である
人権課題や生活上の課題の速
やかな解決に向け、市町が設
置する隣保館に対する補助を
引き続き、国と協調して行う。
○地方改善事業費(隣保館運
営費等補助金）
・隣保館設置10市町への運営
費補助
○地方改善施設整備費（隣保
館施設整備費補助金）

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

インターネット上の差別
情報について、市町や
関係機関等からの情報
提供や随時検索などに
より状況を把握するとと
もに、このような人権侵
害を無くすための人権
尊重の意識を高める啓
発を行います。

－ ・インターネットの普及に伴い、
個人の名誉を侵害したり、差別
を助長する等、インターネット等
への差別的な書込みが問題と
なっている。このため、差別的
な書き込みを監視するモニタリ
ングを随時実施する。
　モニタリング回数　30回
・県内市町のモニタリング状況
を把握するため、照会を実施し
た。
　モニタリング実施市町　10市
町（７市、3町）

・インターネットモニタリングを
実施することで、いくつか差別
的な書き込みを観測し、イン
ターネット上の差別状況を把握
することができた。また、市町
人権施策担当課長会議で県内
市町のモニタリングの実施状況
やモニタリングを行う上で苦慮
している点や他の機関との連
携状況について情報を共有す
ることができた。

・モニタリングを継続的に実施
しているが、インターネット等へ
の差別的な書込みについて、
次々と新たな書き込みが行わ
れるなど依然と発生している。
また、削除要請を実施しても応
じてもらえない場合があるな
ど、根本的な解決に向けて国
の動きも注視する必要がある。

・引き続き、モニタリングを実施
する。
・差別的な書込みについては、
必要に応じて、市町に情報提
供を行い、情報共有に努める。
・モニタリング実施市町が増加
するため、必要な情報を随時
提供するなどの取組を実施す
る。
・人権侵害行為を防止するとと
もに、人権侵害による被害者を
救済するため、早急に、実効性
のある人権救済制度の確立に
努めるよう、全国知事会を通じ
て国に要望していく。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

新規採用職員を対象と
する「初任（前期）研修」
など、県職員を対象に
実施している研修にお
いて、正しい知識の習
得に取り組みます。

－ ・県職員に対しては、新規採用
職員を対象とする「初任（前期）
研修」や地方機関の課長等を
対象とする「管理者一部研修」
において、同和問題の歴史、現
状、解決に向けた具体的行動
の紹介や啓発冊子の配布な
ど、正しい知識の習得に取り組
んだ。

・初任研修では「人権について
普段余り考える機会がないが、
公務員として住民と接する前に
学ぶ機会があってよかった」、
管理者研修では「常に県民に
接している地方機関なので、具
体的事例を説明することで理
解が深まった」といった感想が
寄せられており、採用時や昇任
時といった県職員としての節目
の機会に同和問題をはじめとし
た人権研修を受講することで、
より効果的に学習ができている
と考えられる。

・特に初任者等において、今後
同和問題に対する認知度が低
くなっていくことも考えられるた
め、研修の機会に正しく認識し
てもらえるよう、毎年度研修後
のアンケートをチェックするなど
して、ＰＤＣＡを回しながら、研
修を実施していく必要がある。

・引き続き、県職員を対象に実
施する研修の機会を通じて、職
員が正しい知識を習得できるよ
う取り組む。

総務
局

人材
マネ
ジメン
ト担
当

R5年度 R6年度

　人権侵犯事件数（開始件数）
[広島法務局]同和問題に対する差別待遇

10件
[R元]

― 5件 5件

　人権相談件数
[広島法務局]同和問題に対する差別待遇

12件
[R元]

― 6件 2件

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

「人権侵犯事件統計」（法務省）
より

わたしらしい
生き方応援
課
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（６）外国人

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

ひろしま多文化共生連
絡協議会を開催し、市
町及び国等の関係機関
と連携強化を図り、外国
籍県民の課題の共有や
その解決に向けた取組
を行います。

119 ・ひろしま多文化共生連絡協議
会を２回実施した。

・市町及び関係機関等との情
報・課題の共有、連携の強化に
繋がった。

・社会情勢の変化に迅速に対
応できるように、市町及び関係
機関等と引き続き密に情報を
共有し連携を図る必要がある。

・ひろしま多文化共生連絡協議
会の場で、市町及び関係機関
等と情報を共有し、連携強化を
進める。

地域
政策
局

国際
課

外国籍県民が社会の一
員として地域と交流でき
るよう、市町や国際交流
協会等が実施する日本
語教室拡充や日本語学
習支援者養成研修等を
支援します。

15,688 ・日本語学習支援者研修等の
開催（８市町）及び新規教室の
開設（４地域）を行った。

・地域日本語教室の運営を担う
学習支援者の確保及びスキル
の向上に繋がった。

・市町と連携して取組を進めて
いるものの、依然として、学習
支援者の不足や空白地域が存
在していることから、引き続き、
支援者不足や空白地域解消の
取組支援が必要である。

・引き続き、市町と連携し、空白
地域等における支援者研修等
を継続するほか、支援者確保
や新規教室開設、オンラインに
よる日本語教室の実施により
日本語教室等の充実を図る。

地域
政策
局

国際
課

公益財団法人ひろしま
国際センターや市町と
連携し、外国人相談窓
口の運営及び対応する
相談員等の研修会を行
い、言葉や生活習慣の
違いから生じる課題に
適切に対応します。

25,237 ・司法書士、弁護士等の専門
家による、多言語の外国人相
談窓口を運営した。
・市町の要望に応じて、市町に
おける出張相談を実施した。
・外国人に対応する相談員研
修（オンライン）を２回実施し
た。

・外国人相談窓口において、
447件・383人からの相談に対
応した。
・３市町から出張相談の依頼が
あった。
・相談員研修（延べ68人参加）
の参加者アンケート結果では
「業務に役立つ」、「満足」等の
回答があり一定の評価を得た。

・面談による相談手法が対面に
限られており、遠方の外国人等
も相談しやすい体制を整える必
要がある。
・多くの市町・外国人に出張相
談に参加してもらえるよう工夫
が必要である。
・外国人住民の増加、特に長期
滞在者の増加に伴い、外国人
住民が直面する課題も多様化
しており、外国人相談窓口の対
応スキルの向上を引き続き
図っていく必要がある。

・相談者の利便性向上のため、
新たにオンラインによる面談を
実施する。
・市町と連携して、開催場所や
周知方法の工夫を行い、出張
相談の実施を行う。
・引き続き、相談員への研修実
施によりスキルアップを図りな
がら、多言語での相談窓口の
運営を実施する。

地域
政策
局

国際
課

県民を対象とした人権
啓発イベントでの外国人
の人権に関する啓発資
料展示を行うとともに、
人権全般を対象とした
啓発冊子の配布などに
より、人権意識の醸成
のための啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇地域とのつながりを深めながら、生活に必要な情報を外国人同士で共有できる仕組みづくりなどを、市町と連携して取り組みます。また、県民が異なる文化、生活習慣、価値
観などへの理解を深めるとともに、地域における多様性を認め、尊重する地域となるよう啓発を行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

県民と外国人が共に暮
らす地域の一員として
相互に理解し、外国人
が孤立することなく安心
した生活を送ることがで
きるよう、地域との繋が
りを持ちながら必要な情
報を共有できる仕組み
づくりに向け、外国人と
地域との橋渡し役を行う
人材の発掘を市町と連
携して実施します。ま
た、小・中・高等学校に
おいて多様な価値観を
尊重することの重要性
の理解を促進するため
の授業を支援するなど
住民の異文化理解の推
進に取り組みます。

4,986 ・外国人と地域との橋渡し役を
行う人材（キーパーソン）を発掘
するモデル事業を１市で新規開
始、１市で継続実施した。

・多文化共生を受け入れる住
民の意識醸成を特に若い世代
から図るため、学校での異文化
理解を促進する取組を支援し
た。

・キーパーソン候補者を新たに
発掘（２名）・育成（18名）するこ
とができた。

・学校での異文化理解を促進
する取組方針を２市町で策定し
た。また、12高校で異文化理解
に関する授業を実施した。

・キーパーソン発掘の取組を実
施していない市町に対し引き続
き支援が必要である。

・外国人の情報共有の場とし
て、キーパーソンと同様に重要
な役割を担っている「外国人コ
ミュニティ」の活動の活性化が
必要である。

・学校での異文化理解を促進
する取組方針が未策定の市町
が３市町ある。

・引き続き、市町等と連携し
キーパーソンを発掘するモデル
事業を行うとともに、外国人コ
ミュニティの活性化を支援す
る。

・取組方針未策定市町への働
きかけ等を行うとともに、学校
での異文化理解を促進する取
組を行う。

地域
政策
局

国際
課

外国人材の雇用に課題
を抱えている企業等を
対象とし、セミナー等の
実施により、適切な受入
れ環境整備に関する有
益な情報発信を行いま
す。

3,707 ○外国人材の受入・共生対策
事業
・外国人を受け入れる際の課
題や対応事例、外国人材の活
躍・定着に向けて求められる企
業の取組、コミュニケーション上
の課題解消のための対策やノ
ウハウなどを提供するセミナー
等を実施。
 ・外国人材の職場定着や特定
技能２号輩出に取り組むモデ
ル企業の優良な事例を紹介す
る企業見学ツアーを開催。

・セミナーは対面とオンラインの
ハイブリッド形式とし、企業の課
題やニーズに対応したテーマを
設定したことから高い満足度を
得た。
・モデル企業の見学ツアーで
は、参加企業への後日アン
ケートで、今後の自社での取組
の参考にしたいといった回答が
多くあがるなど、高い満足度を
得た。

・令和９年度に技能実習制度に
替わる育成就労制度の施行が
予定されており、県内の企業が
円滑に移行が出来るように制
度の最新情報等を提供する必
要がある。
・また、育成就労制度では、他
企業への転籍要件が緩和され
るなど、他地域への人材流出
の増加が懸念されており、引き
続き、外国人材の活躍・定着等
に向けた有益な情報提供を行
う必要がある。

○外国人材の受入・共生対策
事業
・外国人材の職場定着に取り
組む優良企業の事例紹介や、
育成就労制度に関する最新情
報など、外国人の受入・定着に
必要な情報をセミナーや勉強
会、動画等により発信する。
・また、外国人材の雇用や就労
に関する専門家による相談対
応を実施し、相談を受けた企業
等に対し有益な情報を提供す
ることで、県内企業等における
外国人材の円滑な受入れ、適
切な就労環境、職場定着を図
る。

商工
労働
局

雇用
労働
政策
課

R5年度 R6年度

　生活で困っていることがない（困った時に、すぐに
相談できるを含む）と答えた外国人の割合

47.6%
[R2]

70.0%
[R7]

71.6% 66.5%
「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョ
ンアクションプラン」より

国際課

　人権侵犯事件数（開始件数）
[広島法務局]外国人に対する差別待遇

3件
[R元]

― 1件 ２件

　人権相談件数
[広島法務局]外国人に対する差別待遇

4件
[R元]

― 7件 ８件

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

「人権侵犯事件統計」（法務省）
より

わたしらしい
生き方応援
課
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（７）性的指向・性自認

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

性的指向や性自認に関
する悩みを抱いている
人が、エソール広島に
おける「ＬＧＢＴ相談」や
県立総合精神保健福祉
センター等におけるここ
ろの健康に関する相談
などの相談窓口を知り
気軽に利用できるよう、
効果的に相談窓口の認
知度の向上を図ります。

－ 精神保健福祉相談について、
県ホームページの掲載やチラ
シ等の配布により周知した。

（県立総合精神保健福祉セン
ターにおける精神保健及び精
神障碍者福祉に関する相談指
導の件数の内、性的指向や性
自認に関する悩みを抱いてい
る人の相談件数は不明。）

こころの悩みを抱えた人がつら
さや苦しさを打ち明けたり、支
援を求めやすい環境を作る必
要がある。

引き続き、県ホームページへの
掲載や新聞への掲載などによ
り、相談窓口の周知を行う。

健康
福祉
局

疾病
対策
課

より多くの県民が、自分
の周りに、性的指向・性
自認に悩んでいる人
や、当事者がいる可能
性があることを自覚して
もらえるよう、人権啓発
イベントや性的指向・性
自認に関する啓発冊子
の配布など、あらゆる機
会を捉えた啓発を実施
し、県民理解を推進しま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇性的指向・性自認に関する正しい情報の提供や多様性を認め合う意識の醸成に向けた啓発を行います。
〇実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

企業や医療機関、福祉
施設などで相談を受け
る立場の人や人事担当
者など人権啓発に携わ
る人に対して、県等が開
催する相談員等向けの
会議や研修会などの機
会を捉えて、性的指向・
性自認に関する正しい
知識や、具体的な悩み
に関する事例によって
研修を行うなど、理解の
促進を図ります。

3-(2)-
イに含

む

○人権啓発指導者養成研修会
（ＬＧＢＴ研修会）の開催
【事業の詳細】
・次のとおり研修会をZoomによ
るオンライン開催及びYouTube
による録画配信で実施した。
　開催日：２月12日（オンライン
開催、録画配信）
　演題：「今知っておきたいＬＧ
ＢＴQ～誰もが安心して働ける
職場を考える～」
　講師：株式会社アウト・ジャパ
ン　代表取締役　屋成　和昭
【参加者数】　
　オンライン参加者：58人　
　録画配信参加者：142人　合
計：200人
○県等が開催する相談員等向
けの会議や研修会における啓
発
・県等が開催する相談員等向
けの研修会において、啓発冊
子の配布を行った。

○人権啓発指導者養成研修会
（ＬＧＢＴ研修会）の開催
・ターゲットを設定し、各種調査
結果等のデータ及び過去の研
修アンケート結果から研修テー
マ及び内容等を検討した結果、
多くの参加者があった。
・参加者区分で「企業」が最も
多く、ターゲットに参加を促せ
た。
・アンケート結果からも、研修内
容が「役に立つ」及び「ある程
度役に立つ」と回答した人が９
割を超え、高評価であった。

○県等が開催する相談員等向
けの会議や研修会における啓
発
・県等が開催する相談員等向
けの研修会において、多くの参
加者に啓発冊子の配布を行っ
た。

○人権啓発指導者養成研修会
（ＬＧＢＴ研修会）の開催
・新たな人権課題等への対応
など、最新の情報を取り入れる
など、ニーズに合った研修内容
を企画し、企業担当者を中心
に、より多くの人権啓発に携わ
る人に対して啓発を行う必要が
ある。
・研修会への参加を促すより効
果的な方法を検討する必要が
ある。

○県等が開催する相談員等向
けの会議や研修会における啓
発
・県等が開催する相談員等向
けの会議や研修会などの機会
を捉えて、冊子配布のみに留
まらず、より一層理解の促進を
図る必要がある。

○人権啓発指導者養成研修会
（ＬＧＢＴ研修会）の開催
・各種研修会については、新た
な人権課題等への対応など、
最新の情報を取り入れるなど、
ニーズに合った研修テーマ、内
容及び広報の方法を検討し、
地域や職場等において、人権
に関する啓発・相談対応等を担
う人材の資質向上を目的とした
研修会を継続して実施する。

○県等が開催する相談員等向
けの会議や研修会における啓
発
・昨年度までの継続及び新規
（全庁に照会）会議や研修会等
で啓発冊子の配布及び啓発を
行う。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

性的指向や性自認に関
する悩みを抱いている
人が、エソール広島に
おける「ＬＧＢＴ相談」や
県立総合精神保健福祉
センター等におけるここ
ろの健康に関する相談
などの相談窓口を知り
気軽に利用できるよう、
効果的に相談窓口の認
知度の向上を図ります。

－ ○人権施策推進事業（一部）
【事業の詳細】
・（公財）広島県男女共同参画
財団が、平成29年10月から実
施しているＬＧＢＴ電話相談（毎
週土曜日）の認知度向上のた
め、人権啓発イベント「ヒューマ
ンフェスタ2024ひろしま」の会場
や特設サイトで相談窓口等の
周知を行った。また、人権啓発
リーフレット「広島県人権だよ
り」に相談窓口等を掲載し、県
内全域に配布・配架すること
で、一般県民へ広く周知を図っ
た。その他に、県ホームページ
による周知も継続して実施し
た。

・人権啓発イベントは、具体的
にターゲットを設定し、それぞ
れ関心の高いテーマを設定す
るなどの工夫をした結果、多く
の参加者があり、相談窓口等
の周知なども効果的に実施で
きた。
・人権啓発リーフレットは、
ヒューマンフェスタのゲストによ
る寄稿を中心に、生活に身近
な各人権課題等を題材に、関
係課と連携して作成し、様々な
研修などで活用することで、相
談窓口の周知につなげた。

・今後も意識啓発と同時に相談
窓口の周知も効果的に行う必
要がある。

○人権施策推進事業（一部）
・人権啓発イベント等の効果検
証を行い、こうした機会を通じ
て、相談窓口の周知を行うほ
か、ホームペー、人権啓発リー
フレット等による広報活動を継
続して実施する。

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

R5年度 R6年度

　県内の公的機関（エソール広島含む）の性的指向・
性自認に関する専門相談窓口における相談件数

172件
[R元]

430件
[R7]

268件 231件
「わたしらしい生き方応援プラン
ひろしま」より

わたしらしい
生き方応援
課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課
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（８）感染症患者等

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

ＨＩＶ感染症について、関
係機関と連携し、会議
や研修を行うとともに、
正しい知識の普及と理
解促進のためのイベント
を実施します。

95,106 ・世界エイズデー等の啓発週間
に合わせて、感染予防やHIV検
査の必要性について、県ホー
ムページや公式SNSで情報発
信するとともに関係団体と世界
エイズデーイベントを共催し、
啓発ポスターの掲示やリーフ
レットの配布を行った。
・啓発ポスターについては、各
保健所庁舎に掲示するほか、
病院、高等学校、企業等に配
布して掲示を依頼した。

県ホームページやSNS、世界エ
イズデーイベントにより、広く県
民に対し、正しい知識の普及啓
発に取り組むことができた。
・各保健所でエイズに関する普
及啓発活動を実施することが
できた。

・実施内容や啓発方法につい
て、より効果的となるよう検討
し、実施する必要がある。

・世界エイズデーに合わせて、
普及啓発を実施する。
・世界エイズデーイベントを関
係団体と共催で開催する。
・各保健所や関係機関に啓発
ポスターを配布する。

健康
福祉
局

感染
症・疾
病管
理セ
ン
ター

ハンセン病について、元
患者等の社会復帰支援
策を講じるとともに、差
別、偏見の解消のため
正しい知識の普及啓発
を行います。

1,170 ○人権施策推進事業
・人権啓発イベント「ヒューマン
フェスタ2024ひろしま」におい
て、ハンセン病に係るパネル展
示を行った。
・ハンセン病の普及啓発を行う
ため、一般県民対象の療養所
訪問ツアーを実施した。

・パネル展示及び療養所訪問
ツアーによる、効果的な普及啓
発活動を行うことができた。今
後も継続して正しい知識の普
及啓発に取り組む必要がある。

・実施内容や啓発方法につい
て、より効果的となるよう検討
し、実施する必要がある。

・人権啓発イベントが開催され
れば、パネル等の展示を行い、
効果的な啓発活動を継続して
実施する。
・一般県民を対象としたハンセ
ン病施設見学バスツアーを実
施する。

健康
福祉
局

感染
症・疾
病管
理セ
ン
ター

新型コロナウイルス感
染症をはじめ新たな感
染症に関しても、感染者
やその家族・医療従事
者等に対する誤解や偏
見に基づく差別を防ぐた
め、関係課と連携し、タ
イムリーに正しい知識と
理解促進について啓発
します。

－ ・新型コロナウイルス感染症に
関する様々な差別的な取扱
い、差別の防止や相談窓口に
ついて、県ホームページで周知
した。
・新型コロナワクチンを接種し
ていない方に対する不利益な
取扱いや接種の強要の防止及
び、ワクチン接種に関する相談
窓口について、県ホームページ
で周知した。

県ホームページにより、広く県
民に対し、正しい知識の普及啓
発に取り組むことができた。

・実施内容や啓発方法につい
て、より効果的となるよう検討
し、実施する必要がある。

・引き続き、県ホームページや
SNS等で周知する。

健康
福祉
局

感染
症・疾
病管
理セ
ン
ター

感染症に係る人権侵害
防止のため、正しい知
識について、啓発物や
イベント等様々な機会を
活用した啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

感染症に係る人権侵害
防止のため、正しい知
識について、啓発物や
イベント等様々な機会を
活用した啓発を行いま
す。

－

・広島県人権だよりや人権啓発
冊子に、B型肝炎に関連した誤
解や偏見・差別をなくす啓発記
事を掲載し、県民一人一人が
正しい知識を持ち、思いやりと
良識ある行動をとるよう周知を
図った。

啓発冊子を人権イベント等で配
布することで、B型肝炎に関す
る正しい知識の理解を促進し
た。

引き続き正しい知識の理解促
進を図る必要がある。

・引き続き、人権啓発冊子や広
島県人権だより等を活用し、正
しい知識と理解について周知し
ていく。

健康
福祉
局

感染
症・疾
病管
理セ
ン
ター

〇感染症の患者、回復者や医療従事者等に対する誤解や偏見・差別を防止するため、感染症についての正しい知識と理解の普及を図ります。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

R5年度 R6年度

　人権侵犯事件数（開始件数）
[広島法務局]疾病患者に対する差別待遇

0件
[R元]

― 0件

１件
HIV感染者

０件
ハンセン病患

者
０件

その他
１件

1件
[R元]

0件 ４件

HIV感染者
0件

ﾊﾝｾﾝ病患者
0件

その他
1件

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

HIV感染者
０件

ハンセン病患者
０件

その他
４件

「人権侵犯事件統計」（法務省）
より

わたしらしい
生き方応援
課

　人権相談件数
[広島法務局]疾病患者に対する差別待遇

―
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（９）刑を終えて出所した人

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

再犯防止推進法に基づ
き、刑を終えて出所した
人を含む犯罪・非行をし
た人の更生支援に係る
県計画を策定し、市町
への周知や地域におけ
る福祉の担い手に対す
る研修、市町計画にお
ける策定の働きかけな
どにより、犯罪・非行を
した人が抱える生きづら
さなどについて、社会の
理解促進に取り組みま
す。

－ ○再犯防止推進事業
・市町会議を開催し、県計画の
説明を行うとともに、市町にお
ける地方再犯防止推進計画の
策定に向けた働きかけを実施。

全ての市町において、再犯防
止推進計画が策定された。

市町における福祉分野（高齢
者、障害者等）の取組が更生
支援の視点を十分に踏まえて
行われるよう、引き続き後押し
していく必要がある。

○再犯防止推進事業
市町における取組が更生支援
の視点を十分に踏まえられるよ
う、市町会議、研修を開催す
る。

環境
県民
局

県民
活動
課

更生保護への理解を深
める取組である「社会を
明るくする運動」を関係
機関、民間協力者と連
携して推進することによ
り、県民に対し啓発を行
います。

－ ○再犯防止推進事業
・関係機関と連携し、７月を”社
会を明るくする運動強調月間”
として、啓発活動を実施。

ポスターの掲出やＳＮＳを活用
した広報などを行った。

・更生支援に関する県民の理
解が深まるよう継続した取組が
必要である。

○再犯防止推進事業
・７月を強調月間として、関係機
関と連携した啓発活動を実施
する。（ポスターの掲出やSNS
を活用した広報など）

環境
県民
局

県民
活動
課

県民を対象とした人権
啓発イベントにおいて、
刑を終えて出所した人
の置かれている状況や
支援の必要性等につい
ての啓発資料展示等を
行うとともに、人権全般
を対象とした啓発冊子
の配布などにより、出所
した人に対する理解を
深めるための啓発を行
います。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇刑を終えて出所した人に対する県民の不安感や抵抗感を軽減し、そうした人の社会復帰を進めるための啓発を行います。
〇実施にあたっては、関連する県計画に基づいて行います。

※３-(2)-イ啓発資料の作成・配布等を参照

R5年度 R6年度

　地方再犯防止推進計画を策定した市町の数（他計
画との一体的策定を含む。）

2市
[R2]

20市町
[R7]

19市町 20市町 「広島県再犯防止推進計画」より 県民活動課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課
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（10）犯罪被害者等

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[理解促進]　

犯罪被害者等が置かれ
た状況に対する県民の
理解を促進するととも
に、相談窓口の認知度
向上を図るため、犯罪
被害者講演会や街頭啓
発キャンペーン等を市
町や民間支援団体、関
係機関と連携して実施
します。

274 ○安心・安全なまちづくり推進
事業
・犯罪被害者週間（11/25～
12/1）において、設立20周年記
念式典・記念講演を（公社）広
島被害者支援センターと共催
で開催。
・同週間において街頭啓発キャ
ンペーンを実施。

令和６年度の県調査では犯罪
被害者等を支援するための相
談体制の認知度は11.7%である
が、上昇傾向にある。

・犯罪被害者の置かれた状況
等に対する社会の理解促進を
図る継続した取組が必要であ
る。

○安心・安全なまちづくり推進
事業
・県民や事業者を対象としたデ
ジタルを活用した広報を検討す
る。
・犯罪被害者週間における講
演会や街頭啓発キャンペーン
等を実施する。

環境
県民
局

県民
活動
課

犯罪被害者等支援施策
に取り組む意義及び必
要性を理解し、犯罪被
害者等個々の状況に応
じた適切な支援を提供
できるよう、行政や関係
団体職員等に対し、基
礎的知識や具体的な対
応の習得を目的とした
研修等を実施します。

475 ○安心・安全なまちづくり推進
事業
・犯罪被害者等支援を行う行政
や関係団体職員に対して研修
を実施（犯罪被害当事者から
の講演、支援に必要な知識・技
能等の講習）

第１部は参集及びオンラインで
実施し、156名が参加した。
第２部は、参集のみで実施し、
75名が参加した。
BPの目標である、120名を達成
できた。

・犯罪被害者等支援を担う人材
を育成する継続した取組が必
要である。

○安心・安全なまちづくり推進
事業
・犯罪被害者等支援を行う行政
や関係団体職員に加え、心理
系大学生及び学校の養護教諭
等を対象に、犯罪被害者等が
置かれた状況や、相談対応に
必要な知識・技能等について、
研修を実施する。

環境
県民
局

県民
活動
課

犯罪被害者等支援施策
に関する情報などを一
元的に集約し、犯罪被
害者等や支援員等が幅
広く活用できるよう県の
ホームページ上で発信
します。

－ ○安心・安全なまちづくり推進
事業
・犯罪被害者等への情報提供
の充実化を目的として、ホーム
ページを改修した。

・犯罪被害の類型ごとに情報を
区分し、伝えやすい改修内容と
した。

・犯罪被害者や支援者等が、
多岐にわたる支援について一
元的に最新の情報が入手でき
るよう、引き続き情報発信を
行っていく必要がある。

○安心・安全なまちづくり推進
事業
・「犯罪被害者支援ハンドブッ
ク」を更新し、県ホームページ
で提供する。
・犯罪被害者等に向けて作成し
たホームページの内容を、必要
に応じて見直す。

環境
県民
局

県民
活動
課

公安委員会から犯罪被
害者等早期援助団体の
指定を受けた、 公益社
団法人広島被害者支援
センターに対する助言・
指導、財政的支援を行
います。

7,400 ・公益社団法人広島被害者支
援センターによる支援が全国
的な水準で行われるよう、犯罪
被害者等の実態、二次的被害
を防止するための留意事項等
必要な情報提供を行うととも
に、財政的支援の充実に努め
た。

・公益社団法人広島被害者支
援センターに対する必要な情
報提供を行うとともに、賛助会
員への加入を呼びかける等の
財政的支援を行った。

・公益社団法人広島被害者支
援センターとの更なる連携及び
財政的支援の拡充が必要であ
る。

・公益社団法人広島被害者支
援センターと連携を図り、部内
外での犯罪被害者支援に関す
る講義の機会等に公益社団法
人広島被害者支援センターの
意義・活動等について広報する
とともに、財政的・人的基盤の
確立に向けて協力する。

警察
本部

警察
安全
相談
課

県民を対象とした人権
啓発イベントにおいて、
犯罪被害者等の人権に
ついての啓発資料展示
等を行うとともに、人権
全般を対象とした啓発
冊子の配布などにより、
人権意識の醸成のため
の啓発を行います。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇犯罪被害者等の尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい処遇を受ける権利や各種利益が保護されるよう、地域社会において配慮され、尊重され、支えられることの重要性
について、県民の理解や共感を深めるための啓発を行います。

※３-（2）-イ啓発資料の作成・配布等を参照

｢社会全体で被害者を
支え、被害者も加害者も
出さない街づくり｣に向
けた機運の醸成として、
犯罪被害者等の人権尊
重理念の普及を図るた
めの啓発活動を推進し
ます。

－ ・関係機関及び公益社団法人
広島被害者支援センター等と
連携し、犯罪被害者等が置か
れている状況等をSNS等の各
種広報媒体を用いて周知した。
・犯罪被害者支援週間にあわ
せて、被害者支援講演会を公
益社団法人広島被害者支援セ
ンター等と共催した。
・中学生・高校生等を対象とし
た「命の大切さを学ぶ教室」を
開催し、「社会全体で被害者を
支え、被害者も加害者も出さな
い街づくり」に向けた気運の醸
成に努めた。

・各種広報媒体を用いた広報を
行うとともに、犯罪被害者週間
においては、公益社団法人広
島被害者支援センターとの共
催による基調講演の開催、街
頭キャンペーンの実施等によ
り、広く県民に対する広報啓発
活動を推進した。
・「命の大切さを学ぶ教室」を県
下各所で多数開催し、参加者
からは好評を得た。

・犯罪被害者の置かれた状況
等に対する社会の理解促進を
図る継続した取組が必要であ
る。

・引き続き、多様な広報媒体を
活用し、犯罪被害者週間を始
めとして、あらゆる機会を捉え、
広報啓発活動を推進する。
・教育委員会と連携し、中学
生・高校生等を対象とした「命
の大切さを学ぶ教室」を開催す
る。

警察
本部

警察
安全
相談
課

- 16 -



取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

　[犯罪被害者等への支援]

捜査過程における二次
的被害の防止・軽減を
目的として、犯罪被害者
等が受ける精神的、経
済的、身体的被害の軽
減を図るための支援活
動の充実強化及び国の
「犯罪被害者等基本計
画」に沿った施策に関す
る研修を推進します。

－ ・捜査過程において犯罪被害
者の支援にあたる職員に対す
る教養を推進した。
・「広島県警察犯罪被害者支援
基本計画」に沿った施策に関す
る研修を推進した。

・職員に対する教養、研修等を
実施した。

・捜査過程において犯罪被害
者の支援に当たる職員に対し
て、継続的な教養の推進が必
要である。

・捜査過程において犯罪被害
者の支援にあたる職員に対す
る教養を推進する。
・「広島県警察犯罪被害者支援
基本計画」に沿った施策に関す
る研修を推進する。

警察
本部

警察
安全
相談
課

（11）インターネットによる人権侵害

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

SNS やインターネット掲
示板への個人を誹謗中
傷する書き込み等に関
する県民からの相談に
対して必要な助言を行
います。また、不正に個
人情報を入手するウイ
ルスや偽・詐欺サイト等
について、県民に対して
ホームページ等での情
報発信による注意喚起
を行います。

－ ・サイバー１１０番への県民から
の相談に対し、適切な助言を実
施した。
・県警察のホームページや公
式SNSで、注意喚起情報を掲
載したり動画を配信するなど、
最新のサイバー犯罪の手口や
被害防止に関する情報発信を
行って広報啓発活動を推進し
た。

・サイバー１１０番が周知され始
め、迅速な助言指導により被害
拡大防止が行えた。
・県警ホームページ、公式SNS
を有効活用し、最新のサイバー
犯罪の手口についての注意喚
起など、効果的な広報活動を
実施することができた。

・犯行手口が常に変化している
ため、最新知識の習熟に努
め、適切な助言指導を行う必要
がある。
・引き続き、多くの県民に向け、
効果的な広報啓発活動を続け
ていく必要がある。

・県民からの相談に対して必要
な助言を行う。
・県警察のホームページやSNS
など、あらゆる媒体を利用し、
サイバー犯罪被害防止に向
け、タイムリーで分かりやすい
情報発信を行う。

警察
本部

サイ
バー
犯罪
対策
課

インターネットを利用し
たサイバー犯罪の被害
を未然に防止するた
め、県民に対して広報
資料の発信及びサイ
バー犯罪被害防止のた
めの講演・セミナーの開
催等、広報啓発活動を
実施します。

－ ・サイバーセキュリティ月間中、
県民向けのセミナー「サイバー
セキュリティ・カレッジin広島」
や、誰もが参加できるイベントと
して「サイバーセキュリティコン
サート」を集中して開催するな
ど、効果的な広報啓発活動を
実施した。

・「サイバーセキュリティコン
サート」の開催やラジオ出演に
よる注意喚起など、多くの県民
に対して、広報啓発活動を実施
することができた。

・インターネット利用による被害
を防ぐため、効果的な広報啓
発活動を続けていく必要があ
る。

・「サイバーセキュリティ・カレッ
ジin広島」、「サイバーセキュリ
ティコンサート」のように、誰も
が参加できる効果的な広報啓
発活動を充実していく。
・インターネットを利用した犯罪
を未然に防止するため、より広
く、多くの方に対して広報啓発
活動を実施する。

警察
本部

サイ
バー
犯罪
対策
課

個人情報保護制度につ
いて、個人情報の適正
な取扱いを促進するた
め、県ホームページによ
る個人情報保護制度に
関する情報提供、県民
や事業者からの個人情
報に関する相談への対
応や県職員を対象とし
た個人情報保護制度に
ついての研修会開催な
どを行います。

121 ○個人情報保護制度の啓発等
・県ホームページにおいて、個
人情報保護制度に関する情報
提供を実施
・県職員を対象に、個人情報保
護制度の見直し、個人情報の
漏えい等に係る対応・対策等に
ついての研修をオンラインで実
施　
・県民からの個人情報に関する
相談対応

・個人情報保護制度の概要や
個人情報を取り扱う際の主な
ルールなどを県ホームページ
に掲載して周知した。
・個人情報を扱うすべての県職
員を対象に、オンラインによる
研修を実施した。

・個人情報保護制度について、
効果的な啓発、研修等を実施
していく必要がある。

○個人情報保護制度の啓発等
・県ホームページ等で個人情報
保護に関する情報提供を実施
する。
・県職員を対象に、オンラインで
個人情報保護に関する研修等
を実施する。

総務
局

総務
課

県民を対象とした人権
啓発イベントにおいて、
インターネットによる人
権侵害についての資料
展示等を行うとともに、
人権全般を対象とした
啓発冊子の配布などに
より、人権意識の醸成
のための啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

〇インターネットを通じた、個人の名誉やプライバシーの侵害を防ぎ、適正なインターネット利用や被害を受けた場合の救済手段の周知啓発を行います。

※３-（2）-イ啓発資料の作成・配布等を参照

 「犯罪被害者等支援総
合窓口」を設置し、犯罪
被害者等からの相談や
問い合わせに対し、各
種支援制度に関する情
報提供や専門支援機関
の紹介等を行います。
特に潜在化しやすい性
被害については、専門
の相談窓口「性被害ワ
ンストップセンターひろし
ま」により、安心して相
談でき、適切な支援を受
けることができる旨の情
報提供等を行います。

28,796 ○安心・安全なまちづくり推進
事業
○性被害ワンストップセンター
ひろしま運営事業
・犯罪被害者等支援総合窓口
における医療福祉のコーディネ
イト等の支援機能強化や性被
害ワンストップセンターひろしま
で実施する、電話相談（24時間
365日）、面接相談、専門支援
などについて周知した。

・犯罪被害者等支援総合窓口
における医療福祉のコーディネ
イト等の支援機能強化や性被
害ワンストップセンターひろしま
で実施する、電話相談（24時間
365日）、面接相談、専門支援
などについて周知できた。

・令和６年度の県調査では犯罪
被害者等を支援するための相
談体制の認知度は11.7％であ
り、さらに高めていく必要があ
る。
・令和６年度の県調査では性被
害ワンストップセンターひろしま
の認知度は9.6％であり、さらに
高めていく必要がある。
・被害が潜在化しやすい性犯
罪・性暴力被害者に対し、被害
の多い若年層に対する効果的
な啓発を行っていく必要があ
る。

○安心・安全なまちづくり推進
事業
・民間と連携した広報啓発を強
化し相談窓口の周知を図る。

○性被害ワンストップセンター
ひろしま運営事業
・引き続き、安心して相談でき
適切な支援につながるようセン
ターを運営するとともに、相談
窓口の周知を図る。

環境
県民
局

県民
活動
課

R5年度 R6年度

　犯罪被害者等を支援するための相談体制の認知度
11.2%
[R2]

18.0%以上
[R7]

10.5% 11.7%
「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョ
ンアクションプラン」より

県民活動課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

R5年度 R6年度

　インターネット掲示板への書き込みをめぐるトラブル
等の相談件数

4,433件
[R元]

― 5,666件 5,059件 「警察本部集計」より
サイバー犯罪

対策課

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課
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　[北朝鮮当局による拉致問題等]　

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

北朝鮮による拉致問題
に対する県民の関心と
認識を深めるため、県
民を対象とした人権啓
発のイベントにおいて資
料展示やＤＶＤ上映など
を実施するとともに、人
権全般を対象とした啓
発冊子の配布等を行い
ます。

3-(2)-
イに含

む

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

　[アイヌの人々]

■取組の方向

取組方向
Ｒ６
当初
予算

令和６年度に実施した
取組の詳細

取組の評価等 今後の課題等
令和７年度の
取組の方向性

担当局
担当
課

（12）国及び他団体と協力していく分野

〇北朝鮮当局による拉致問題等は重大な人権侵害であり、一日も早く解決すべき課題であることについて、県民の関心と認識を深めていきます。

※３-（2）-イ啓発資料の作成・配布等を参照

〇先住民族であるアイヌの人々について、歴史や文化を含めた正しい知識を啓発します。

北朝鮮人権侵害問題啓
発週間（12 月 10 日か
ら 12 月 16 日）を中心
に、国・市町との共催に
よる映画上映などの人
権啓発イベントや国作
成ポスターの掲示、県
ホームページ、SNS な
ど様々な媒体を活用し
た啓発活動を実施しま
す。

－ ・県立図書館との連携展示、ブ
ルーリボン・ツリーの設置：図書
館所蔵の関連図書の紹介、ブ
ルーリボンをクリスマスツリー
に結んでもらう参加型の取組
・啓発パネル・ポスター展示：拉
致年表・取組等の展示、小冊
子の配付
・県HP・SNSでの広報：拉致理
解の呼びかけ・県施策の紹介
・ヒューマンフェスタでの広報：
パネル展示、小冊子の配布
・職員へのブルーリボンシール
着用促進：啓発期間中のシー
ル着用、啓発・配布
・各市町へのブルーリボンシー
ル配付：職員の着用や窓口で
の配布
・政府拉致問題対策本部及び
県内市町との共同開催事業の
実施：映画「めぐみ－引き裂か
れた家族の30年」上映会の開
催（府中市）
・県内拉致問題啓発イベント
（拉致問題啓発映画上映会）に
おける署名活動の実施

・啓発週間（12.10～12.16）を中
心とした取組を通じて、拉致問
題について一定程度啓発でき
た。
【実績】
　・県立図書館：ブルーリボン
230個、小冊子62冊
　・県庁舎：ブルーリボン18個、
小冊子13冊
　・県職員へのブルーリボン
シール着用促進：7,520枚
　・県内各市町拉致問題担当
課へのブルーリボンシール配
布：9,740枚

・映画上映会の開催を通じ、拉
致問題について一定程度啓発
できた。
【実績】
　・映画「めぐみ－引き裂かれ
た家族の30年」上映会（府中
市）参加人数：170名
　・県内拉致問題啓発イベント
における署名：81筆

・拉致被害者のご家族の高齢
化が進む中、帰国に向けて速
やかな対応が求められており、
国民に対する意識啓発を継続
的に行う必要がある。
・拉致問題の解決に向けては、
北朝鮮に対する政府の強力な
取組とともに、国民、県民の関
心を喚起し、認識を深めていく
ための取組が必要である。特
に拉致問題への関心が比較的
低いと考えられる若い層への
啓発を強化していくことが重要
である。

・知事会などを通じて政府に積
極的な対応を求めるとともに、
県民に対する拉致問題に関す
る理解促進に取り組む。
・若年層など拉致問題に関する
知識関心の低い層にも拉致問
題を知り、考えてもらうための
方法を引き続き検討・実施す
る。
・国や市町と連携しながら、拉
致問題の早期解決に向けて、
引き続き啓発活動に取り組む。

地域
政策
局

国際
課

北朝鮮人権侵害問題啓
発週間（12 月 10 日か
ら 12 月 17 日）を中心
に、国・市町との共催に
よる映画上映などの人
権啓発イベントや国作
成ポスターの掲示、県
ホームページ、SNS な
ど様々な媒体を活用し
た啓発活動を実施しま
す。

－ ・北朝鮮人権侵害問題啓発週
間を中心に、警察署、交番、公
共交通機関の駅構内において
政府拉致対策本部作成のポス
ターを掲示した。
・警察広報紙、ＳＮＳ、ラジオ放
送を利用し、幅広い世代への
広報活動を実施した。
・若い世代の職員への拉致問
題に関する職場教養を実施し
た。
・政府拉致対策本部作成の広
報用チラシ18,917枚を警察署、
交番、防犯イベントにおいて配
布した。

・SNSをはじめとする様々な媒
体を活用した広報やチラシ配
布活動を行ったことにより、北
朝鮮人権侵害問題啓発週間に
関する県民の理解を深め、拉
致問題解決に向けた機運を高
めた。

・事案発生から長い年月が経
過、拉致被害者帰国からも20
年以上が経過していることか
ら、拉致問題の風化が懸念さ
れる。

・北朝鮮当局による拉致問題
等は重大な人権侵害、犯罪行
為であり、一日も早く解決すべ
き課題であることについて、県
民の関心と認識を高めるため
に、様々な媒体を利用した広報
啓発活動を実施する。

警察
本部

外事
課

アイヌの人々に対する
偏見や差別意識を解消
し、その固有の文化や
伝統に対する正しい理
解と認識を深め、アイヌ
の人々の尊厳を尊重す
る社会の実現を目指す
国の方針を踏まえ、適
宜関係団体と協力しな
がら、県民を対象とした
人権啓発イベントでのア
イヌの人々についてのＤ
ＶＤ上映や啓発資料展
示等を行うとともに、人
権全般を対象とした啓
発冊子の配布などによ
り、人権意識の醸成の
ための啓発を行いま
す。

3-(2)-
イに含

む

※３-（2）-イ啓発資料の作成・配布等を参照

環境
県民
局

わた
しらし
い生
き方
応援
課

R5年度 R6年度

[北朝鮮当局による拉致問題等]

　人権侵犯事件数（開始件数）
[広島法務局]北朝鮮当局によって拉致された被害者
等に対する人権侵犯

　人権相談件数
[広島法務局]北朝鮮当局によって拉致された被害者
等に対する人権侵犯

0件
[R元]

― 0件 ０件

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

0件
[R元]

― 0件 ０件

「人権侵犯事件統計」（法務省）
より

わたしらしい
生き方応援
課

R5年度 R6年度

[アイヌの人々]

　人権侵犯事件数（開始件数）
[広島法務局]アイヌの人々に対する差別待遇

　人権相談件数
[広島法務局]アイヌの人々に対する差別待遇

0件
[R元]

― 0件 ０件

実績
指　標　項　目 プラン策定時 目標 備　考 担当課

0件
[R元]

― 0件 ０件

「人権侵犯事件統計」（法務省）
より

わたしらしい
生き方応援
課
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具体的な取組内容
Ｒ6

当初
予算

令和６年度に実施した取組の
詳細

取組の評価等 今後の課題等 令和７年度の取組の方向性 担当局
担当
課

　広島県人権施策
推進協議会におけ
る人権啓発活動の
企画・実施、情報共
有等、関係機関との
連携・協力

- 【事業の詳細】
・広島県人権施策推進協議会の
開催
・広島県人権啓発活動ネットワー
ク協議会の開催
・地域の実情に応じた地域密着型
の啓発活動を実施
（国庫受託事業の市町への再委
託）
・人権の花運動、人権講演会　ほ
か
（再委託先：22市町(広島市を除
く。）

・各協議会を開催し、連携を図る
ことができた。

更なる連携強化など、広島県人権
啓発推進プランに基づく施策を総
合的かつ効果的に推進する必要
がある。

・広島県人権施策推進協議会及
び広島県人権啓発活動ネットワー
ク協議会との連携・協力・活用を
引き続き行い、総合的かつ効果的
な啓発の実施を検討する。
　また、人権啓発活動について
は、各啓発手法ごとに効果検証を
行い、見直しを広島県人権啓発活
動ネットワーク協議会と連携して
行う。

環境
県民
局

わた
しら
しい
生き
方応
援課

　好事例の活用等
による取組内容の
充実、統計データの
活用等

- 【事業の詳細】
・人権啓発推進プランのフォロー
アップを通じて、各人権課題への
取組を把握し、関係課へ情報提供
を行い、活用を促した。

・広島県人権施策推進協議会に
おいて、フォローアップを通じて、
関係局の取組について情報共有
することができた。

啓発イベント等で、情報を活用し、
効果的な啓発を行うことができる
よう、統計データの活用や課題同
士の組み合わせによる効果的な
啓発方法の検討をさらに進めてい
く必要がある。

・好事例や統計データの活用の検
討を行い、各人権課題の施策へ
反映させ、効果的な啓発方法を引
き続き、実施する。

環境
県民
局

わた
しら
しい
生き
方応
援課

　啓発資料の作成・
配布等

1,039 ○人権施策推進事業（一部）
【事業の詳細】
・次のとおり人権全般を対象とした
冊子や各人権課題を扱った啓発
資料を作成・配布し、ホームペー
ジへ掲載した。
啓発リーフレット「広島県人権だよ
り（令和６年度版）」
内容：女性の人権及び性的指向・
性自認について啓発し、各種相談
窓口等を記載した。
　発行数：21,300部
人権啓発冊子「気づき」から「きず
な」へ増刷（1,000部）

・広島県人権だよりは、ヒューマン
フェスタのゲスト寄稿が好評で、
福山市及び大竹市等から追加で
発注依頼があった。

・性的指向・性自認に対する社会
の関心の高まりといった状況変化
や、インターネットを通じた誹謗中
傷・個人の名誉毀損などの新たな
課題もある。
・このため、根拠のない不合理な
差別を許さず、多様性を認め、個
性を尊重し合う意識を根付かせて
いくような啓発の推進や、日常生
活において、人権への配慮が態
度や行動に自然に現われてくるよ
う、人権尊重の理念を普及させる
必要がある。

○人権施策推進事業（一部）
・生活に身近な各人権課題等を題
材に、それぞれの対象者に分かり
やすいものとなるよう、引き続き、
関係課等と連携して取り組む。
・既に発行している冊子等につい
ては、引き続き、多くの方に使用し
てもらえるように、記載している内
容が最新のものとなっているか見
直しを含め、検討する。

環境
県民
局

わた
しら
しい
生き
方応
援課

・県職員に対しては、「広島県人権
問題職場研修実施要綱」に基づ
き、各機関において、所属の全職
員を対象とする職場研修を実施し
た。

・人権問題についての講義を実施
（対象：初任研修、管理者研修、
医療業務従事職員初任研修）
・人権問題職場研修推進員に対
し、人権問題に対する認識を深め
ながら、研修の効果的な進め方を
習得するための研修を実施（オン
ラインで実施した）

令和6年度は、延べ611名に人権
問題に係る研修を実施し、アン
ケート結果では96.2％から「良い」
「どちらかというと良い」を評価を
得た。(未記入・未提出除く）
各研修の受講者数は以下のとお
り。
・初任前期…261人
･管理者研修…170人
・初任（医療専門職）…94人
・人権問題職場研修推進員…86
人

アンケートの意見を参考に、より
個別具体的な気づきや行動につ
ながる研修内容の検討と、研修講
師の開拓をする必要がある。

・関係課と連携の上、引き続き、効果的な研修を実施する

総務
局

自治
総合
研修
セン
ター

 ３　効果的な啓発の実施

 ⑴　プランの推進体制

 ⑵　効果的な啓発方法

　ア　情報の共有と活用

　イ　人権課題全般の周知

 ⑶　人材育成

　ア　人権に関わりの深い特定の職業に従事する者に対する研修

　人権啓発イベント
の実施

6,042 ○人権施策推進事業（一部）
【事業の詳細】
・人権啓発イベント「ヒューマンフェ
スタ2024ひろしま」を開催し、講演
会、トークショー等のイベントを実
施するとともに、広島県人権だよ
り等の啓発冊子を作成・配布する
など、生命の尊さ・大切さなど人権
尊重に対する理解を促進した。
会場参加者　10,289名　　
初参加者の割合：74.5％
「日常生活において参考になる内
容があった人の割合」：91.4％※
「人権に対する関心が深まった人
の割合」：90.1％※アンケート結果
より

・参加者数、初参加者の割合、
「日常生活において参考になる内
容があった」人の割合は目標を上
回り、「人権に対する関心が深
まった」人の割合についても目標
値を0.1%下回ったものの、フェスタ
自体は好評を得て、効果的に実
施できた。

・性的指向・性自認に対する社会
の関心の高まりといった状況変化
や、インターネットを通じた誹謗中
傷・個人の名誉毀損などの新たな
課題もある。
・このため、根拠のない不合理な
差別を許さず、多様性を認め、個
性を尊重し合う意識を根付かせて
いくような啓発の推進や、日常生
活において、人権への配慮が態
度や行動に自然に現われてくるよ
う、人権尊重の理念を普及させる
必要がある。

○人権施策推進事業（一部）
・人権啓発推進プランに掲げる人
権問題については、多様性に関
する正しい知識の周知を図るとと
もに、日常生活の中に反映される
ような実践的な内容にする。
・社会情勢の変化や新たに発生
する人権課題については、的確に
状況の把握を行い、関係部署と連
携して、時機を捉えた対応を行う。
・人権啓発イベント等の効果検証
を行い、ターゲット設定、実施形
態、目標、実施方針等の見直しを
行い、人権尊重の理念を普及し理
解されるよう、効果的な啓発イベ
ントを継続して実施する。

環境
県民
局

わた
しら
しい
生き
方応
援課

　県職員に対する研
修実施

- 【回数、参加人数】・
・実施回数：延べ405回、参加人
数：延べ13,022人
・Ｒ６年度はR５年度よりも、実施
回数は増加したが、参加人数は
減少した（病院事業局を除くと参
加人数も増加）。
・各所属で、オンラインやオンデマ
ンドを活用しながら、柔軟に開催さ
れている。
【テーマ】
・障害者や、同和問題、職場・労
働者、性、インターネット、ハラスメ
ントについては、例年どおり、多く
の職場で取り上げられている。
・例年と比べ、子どもをテーマとし
た研修が多かった。

・幅広い業務にあたる県職員にお
いては特定の人権問題だけでな
く、多岐にわたる人権問題につい
ての知識を身につける必要があ
る。
・そのためには、各職場で人権研
修を主導する人権問題職場研修
推進員に対し、適切な研修を行
い、最新の人権課題の状況等に
ついて知識を習得・アップデートし
てもらう必要がある。

・研修センタ－で実施する人権問
題職場研修推進員研修と連携し
ながら各職場の推進員の育成を
行うことで、県職員一人ひとりが、
人権問題を正しく認識し理解を深
め、それぞれの行政分野において
適切な対応が行なえるような人権
問題職場研修を行う。

総務
局

人材
マネ
ジメ
ント
担当
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具体的な取組内容
Ｒ6

当初
予算

令和６年度に実施した取組の
詳細

取組の評価等 今後の課題等 令和７年度の取組の方向性 担当局
担当
課

- （消防学校）
【事業の詳細】
・消防学校で実施している市町消
防職員への初任教育において、
人権問題についての講義を実施
・令和６年度は「人権」と「ハラスメ
ント」に関する講義を各１回実施

・「人権」の講義については、わた
しらしい生き方応援課の協力を得
て、様々な人権課題や今日にお
ける同和問題について正しい理解
の促進を図ることができた。
・「ハラスメント」については、総務
省消防庁が作成した資料を参考
に、消防職場は、その特殊性から
ハラスメントを生みやすい土壌に
あることや適正な教育・訓練・指導
とハラスメントとの違いについての
認識を深めた。

・消防職員は、緊急性の高い現場
や過酷な環境の下で住民への適
切な対応が求められることから、
表面的な理解にとどまらず、ひと
きわ高い倫理観が求められるた
め、引き続き、効果的な研修を継
続する必要がある。

・令和７年度も同様の講義を
各１回実施（実施済み）

危機
管理
監

消防
学校

【事業の詳細】
・県や市町の外国人相談窓口等
で相談業務に従事する担当者を
対象に、相談を受ける際の注意点
や技法を学ぶとともに、他地域の
担当者との情報共有や連携を促
進する研修会を開催し、相談窓口
対応の質の向上を図った。
（２回開催（オンライン）、延べ68人
参加）

・例年、対面式の研修を同じ内容
で県内２～３箇所で実施していた
が、６年度は、オンライン研修とし
てテーマを替えて２回実施したと
ころ、参加者が増加した。
・特に２回目の研修テーマを「相談
事例検討会」とし、より実践に即し
た内容としたところ、９割以上の参
加者から「業務にとても役に立つ」
との高い評価を得た。

・外国人住民の増加、特に長期滞
在者の増加に伴い、外国人住民
が直面する課題も多様化してお
り、外国人相談窓口の対応スキル
の向上を引き続き図っていく必要
がある。

・引き続き、相談員等への研修を
実施し、相談業務に関するスキル
アップを図っていく。

地域
政策
局

国際
課

環境
県民
局

県民
活動
課

90

461

各実施団体主体に
よる取組に対する支
援

- ○各種研修会の実施及び研修用
資料等の作成・配布
【事業の詳細】
・人権啓発指導者養成研修会、市
町人権施策担当課長会議及び隣
保館運営等担当者研修会を開催
し、市町が実施する研修等を支援
・人権啓発冊子、「広島県人権だ
より」等の作成・配布や人権啓発
に係る図書、ＤＶＤ、資料等を購入
し、市町・民間企業等の人権啓発
指導者等に貸出

・研修会については、対象者に合
わせた研修内容とするなど、効果
的に実施することができ、また、多
くの受講者が「参考になった」との
高評価を得ることができた。

・新たな人権課題等への対応な
ど、最新の情報を取り入れるな
ど、ニーズに合った研修内容を企
画し、企業担当者を中心に、より
多くの人権啓発に携わる人に対し
て啓発を行う必要がある。
・研修会への参加を促すより効果
的な方法を検討する必要がある。

○各種研修会の実施及び研修用
資料等の作成・配布
・各種研修会については、新たな
人権課題等への対応など、最新
の情報を取り入れるなど、ニーズ
に合った研修テーマ、内容及び広
報の方法を検討し、地域や職場等
において、人権に関する啓発・相
談対応等を担う人材の資質向上
を目的とした研修会を継続して実
施する。
・各実施主体による取組に対し
て、最新の情報・資料等を提供す
るなど、引き続き支援を行う。
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外国人に対応する相談員研修の実施

【再掲】 ※２-（10）行政や関係団体職員等に対する研修等の実施を参照

農林漁業団体関係者に対する研修実施

警察職員へ様々な人権問題に関する教養を実施

【事業の詳細】
講演・グループ討議方式
　テーマ：インターネットによる人
権侵害 
　講　師：上村　崇（福山平成大学
教授）
　１０月４日（金）広島会場、１０月
１１日（金）庄原会場、１０月２５日　　　
（金）福山会場
　参加者数：１７７人
県内一円WEB方式
　テーマと講師は上記と同じ
　１０月３１日（木）～１２月２７日
（木）
　参加者数：不明

＜アンケート結果より＞
（１）人権問題に対する意識の向
上への寄与、満足度については
一定の評価を得る結果となった。 
（２）研修会の形式は、講演会とグ
ループ討議の併用が、高い評価
を得ている。
（３）今後、参加してみたい人権問
題のテーマとしては、高齢者、外
国人等の要望が多い。

（１） 研修会の運営について
開催の趣旨から、団体等から多く
の参加が見込めるよう研修会の
運営について検証を行う必要があ
る。
（２） 研修テーマの選定について
アンケート調査により要望が多
かったテーマを考慮するほか、社
会的関心が高いテーマやこれま
で実施したテーマについても定期
的に選定しながら、継続的に研修
を実施する必要がある。

【R７年度の方向性】
（１）効果的で円滑な研修運営に
向け、人権問題職場研修推進員
との連携を図っていく。
（２）この研修会は、農林水産関係
団体を対象に人権問題に関する
啓発活動を実施する「みんなで豊
かな農林漁業」人権啓発委託事
業を受託して実施しており、農地
所有適格法人や農業参入企業等
への参加呼びかけやＷＥＢ方式
の活用など、関係団体からの参加
者の増大を図り、そのための手法
を検討する。

農林
水産
局

農林
水産
総務
課

【事業の詳細】
・聴覚障害者に対する理解促進、
窓口対応の充実化等を図るため、
手話初心者を対象とした手話講
習や、同講習を修了した職員を対
象とした手話ブラッシュアップ講習
等を実施し、人権に配意した警察
活動に資する教養を推進した。　
〔手話講習（R6.9.18～9.20開催）〕
　・１回開催、15名受講
〔手話ブラッシュアップ講習
（R6.11.13、R6.11.20・R6.11.15、
R6.11.22開催）〕
　・２回開催、計15名受講

・一般社団法人広島県ろうあ連盟
の協力を得て、手話講習及び手
話ブラッシュアップ講習を効果的
に実施することができた。

・これまでの取組等により、聴覚
障害者に対する窓口対応等につ
いては、一定の効果が認められる
が、引き続き、広く職員の意識等
を向上させるため、今後も手話講
習及び手話ブラッシュアップ講習
の開催等により、人権に配意した
警察活動に資する教養を推進す
る必要がある。

【警察職員に対して手話講習等の
人権に配意した警察活動に資す
る教養を実施】
・人権課題は多様化しており、社
会情勢の変化等を踏まえ、職員
が正しい知識を得る機会等を充実
させるため、引き続き、手話講習
や手話ブラッシュアップ講習等の
研修機会を設け、人権に配意した
警察活動に資する教養を推進す
る。

警察
本部

人材
育成
課

　市町職員、消防職
員、警察、農林漁業
団体関係者等に対

する研修実施
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具体的な取組内容
Ｒ6

当初
予算

令和６年度に実施した取組の
詳細

取組の評価等 今後の課題等 令和７年度の取組の方向性 担当局
担当
課

　啓発手法等に関
する調査・研究

- 【事業の詳細】
・中国ブロック人権主管課長会議
において、人権フェスティバルや
啓発効果の高い配布物品などに
ついて情報共有・意見交換を実施
・市町の啓発情報の把握及び情
報提供の実施
・(公財)人権教育啓発推進セン
ターの人権啓発研修等に参加す
ることにより、人権研修のノウハウ
や効果的な啓発内容等について
の情報を収集

・他県や市町の情報を参考に啓
発内容の検討を行うことができた

大学などの関連団体等の取組内
容・手法等についても調査・研究
を行う必要がある。

・国、都道府県、大学等の情報収
集を行うなど、最新の参考事例を
もとに効果的な啓発手法につい
て、検討を進め、人権啓発の効果
的な推進を図る。
また、様々な啓発手法について、
効果検証を行い、根本的な見直し
を関係課と連携して行う。
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　文献や資料等の
整備・充実及びＤＶ
Ｄの貸出や冊子の
紹介等の利用促進

1,134 【事業の詳細】
・人権啓発に係るＤＶＤ、資料等を
購入し、市町、企業等の啓発担当
者に貸出・配布した。
・県ホームページで貸出状況のラ
ンキングを紹介し、利用を促進し
た。
　ＤＶＤ・ビデオ貸出件数　　402本
　ＤＶＤ・ビデオ貸出先数　　127件
　貸出利用者の満足度　　　
95.0％

左記の通り、庁内外の多くの団体
にDVDの貸出を行うことで、庁内
や企業で行う研修を効果的に実
施するための支援を行うことがで
きた。また、利用者のニーズの多
いハラスメント等の資料を充実さ
せることで、利用者の満足度につ
いて、95.0％を得ており、社会情
勢に合わせた効果的な人権啓発
を行うことができた。

・性的指向・性自認等、新たな人
権課題に対応した資料を購入す
るなど、最新の内容やニーズに
合った整備を行う必要がある。

・引き続き、利用の促進に努める。
・利用者アンケート結果を参考に、
どのようなＤＶＤが求められている
のか的確に把握し、新規教材の
整備を進め、充実を図る。

　イ　担当者育成のための研修等

　市町・民間企業等
人権啓発担当者へ
の研修

2,285 ○人権施策推進事業（一部）
【事業の詳細】
・次のとおり研修会をZoomによる
オンライン開催及びYouTubeによ
る録画配信で実施した。

①人権啓発指導者養成研修会
（ヒューマンライツ夏セミナー）の開
催
開催日：7月24日（オンライン開
催、録画配信）
〔午前の部〕
　演題：「ＣＳＲと人権～ＳＤＧｓ時
代の経営戦略～」
　講師：横浜市立大学国際教養学
部教授／ＣＳＲ＆サステナビリティ
センター長　影山摩子弥
　オンライン参加者：43人　
　録画配信参加者：109人　合計：
152人
〔午後の部〕
　演題：「自分も相手も大切にする
職場のコミュニケーション」
　講師：社会心理学講師／カウン
セラー　市場恵子
　オンライン参加者：43人　
　録画配信参加者：120人　合計：

①
・ターゲットを設定し、各種調査結
果等のデータ及び過去の研修ア
ンケート結果等から研修テーマ及
び内容等を検討した結果、多くの
参加者があった。
・アンケート結果からも、研修内容
が「十分役に立つ」及び「ある程度
役に立つ」と回答した人が８割を
超え、高評価であった。

②
・ターゲットを設定し、各種調査結
果等のデータ及び過去の研修ア
ンケート結果等から研修テーマ及
び内容等を検討した結果、多くの
参加者があった。また、参加者区
分で「企業」が最も多く、ターゲット
に参加を促せた。
・アンケート結果からも、研修内容
が「役に立つ」及び「ある程度役に
立つ」と回答した人が９割を超え、
高評価であった。

・新たな人権課題等への対応な
ど、最新の情報を取り入れるな
ど、ニーズに合った研修内容を企
画し、企業担当者を中心に、より
多くの人権啓発に携わる人に対し
て啓発を行う必要がある。
・研修会への参加を促すより効果
的な方法を検討する必要がある。

○人権施策推進事業（一部）
・各種研修会については、新たな
人権課題等への対応など、最新
の情報を取り入れるなど、ニーズ
に合った研修テーマ、内容及び広
報の方法を検討し、地域や職場等
において、人権に関する啓発・相
談対応等を担う人材の資質向上
を目的とした研修会を継続して実
施する。
・行政や企業といった所属する団
体の種別ごとに、関係性の高い課
題やその特性に合わせた研修を
実施し、他団体の好事例を紹介す
るなど、効果的な取組にする。
・県等が開催する相談員等向けの
会議や研修会などの機会を捉え
て、理解の促進を図る。（ＬＧＢＴ研
修）
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具体的な取組内容
Ｒ6

当初
予算

令和６年度に実施した取組の
詳細

取組の評価等 今後の課題等 令和７年度の取組の方向性 担当局
担当
課

(4) 多様な手法や時機を捉えた啓発
　マスメディアや
ホームページ、ソー
シャルメディア等の
積極的な活用

1,632 ○県のホームページの充実
【事業の詳細】
・広く県民に対し、多種多様な人
権関係情報を提供することを目的
として、研修教材の紹介や実施事
業の広報・実施結果等を県ホーム
ページに掲載した。
　人権コンテンツへのアクセス件
数　44,478件
○人権施策推進事業（一部）
・人権尊重の理念を表現した啓発
ポスターを制作し、10月から人権
週間(12/4～10)にかけて、電車等
公共交通機関、市町等の公共施
設等に掲示
　　「人権週間用」作成枚数：3,760
枚
・人権尊重の理念やヒューマン
フェスタ告知の記事を新聞広告に
掲載
　新聞掲載回数：1回
・ヒューマンフェスタの広報や人権
啓発特設サイトへの誘導を目的と
し、インターネット広告を活用した
広報やフェスタ出演者によるSNS
広報を実施　Googleディスプレイ
広告、Facebook・Instagramアプリ
広告を行った。
・ヒューマンフェスタアンケートで
は、ホームページを見て参加した
人の構成比は5.6％であり、イン
ターネット広告は7.2％、SNS広告
は14.9%であった。

・ヒューマンフェスタやジェンダー
川柳の開催により、10月：4,913
件、11月：5,714件、12月：5,217と
アクセスが増加した。フェスタ期間
中、定期的なサイトの更新などア
クセス増加を促すような取組をし
た結果と思われる。
・その他、研修会の実施時期は、
段階的に広報を行った結果、アク
セスが増加した。

フェスタ外の期間は、アクセス数
2,000件～3,000件の月が多く、ア
クセスが増加するよう取り組む必
要がある。
・引き続き掲載情報の整理など、
サイトの見直しにより、多くの県民
に利用してもらえるサイト作りを行
う必要がある。

○県のホームページの充実
・まとめサイトの作成等、ホーム
ページの構造化を検討し、より見
やすく、利用しやすいホームペー
ジへ見直しを行い、啓発活動の充
実につなげる。
○人権施策推進事業（一部）
・各種広報活動等の効果検証を
行い、人権尊重の理念を普及し理
解されるよう、効果的な啓発活動
を継続して実施する。
・実施内容・方法等は、広島県人
権啓発活動ネットワーク協議会と
協議の上、検討する。
○WEBに特化した広報、広報媒
体、掲載期間、内容について検討
し、より効果的なインターネット広
告の手法について工夫する必要
がある。
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　地元のスポーツ
チームと連携した広

報活動

1,158 ○人権施策推進事業（一部）
【事業の詳細】
・サンフレッチェ広島の公式試合
で、啓発活動を実施
　 啓発資料の配布：3,000部
　 ブース来場者（クイズ及びアン
ケート回答）：544人
・サンフレッチェ広島及びレジーナ
と連携した啓発グッズ（クリアファ
イル）及び人権啓発リーフレットの
作成
ヒューマンフェスタにおける一日人
権擁護委員委嘱（カープ、サンフ
レッチェ広島）
・人権スポーツ教室は、広島県人
権啓発活動ネットワーク協議会、
地域人権啓発活動ネットワーク協
議会及びスポーツ団体等の協力
を得て、学校へスポーツ選手・
コーチ等を派遣し、実技指導・メッ
セージを通じての人権啓発を２回
実施した。

・サンフレッチェ広島公式試合に
おける啓発活動では、資料を3000
部配布し、多くのブース来場者（ク
イズ及びアンケート回答者）もあ
り、効果的な啓発活動ができた。
・児童・生徒のアンケート及び感想
文によれば、選手からの人権尊重
のメッセージを受け止めている様
子がうかがわれ、スポーツを通し
て人権について考えるきっかけを
与えることができ、一定の成果が
あったものと考えられる。

・サンフレッチェ広島公式試合で
の啓発については、ブース来場者
を増やすため、回答者のメリットや
ブースレイアウトを工夫する必要
がある。
・学校に積極的に制度を活用して
もらえるよう、学校の年間行事が
決定する時期を考慮した日程調
整を行う必要がある。

○人権施策推進事業（一部）
・広報活動の効果検証を行い、こ
うした機会を通じて、人権尊重の
理念を普及し理解されるよう、効
果的な啓発活動を継続して実施
する。
・実施内容・方法等は、広島県人
権啓発活動ネットワーク協議会で
引き続き、検討する。
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